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後入先出法の系譜

毛 利 敏 彦

概要 本稿 は後入先 出法に三つの起源があることを明 らかにす る。先ず,石 油業をとりあげ

て,そ れが払出原価 に主眼をおく後入先出法であること示 した。次いで,非 鉄金属業,綿 紡

績業,製 粉業,製 紙業,皮 革工業を取 り上 げて,棚 卸計算法による後入先出法があることを

述べた。 さらに,小 売業 について,小 売棚卸法に由来する後入先出法を論 じた。いずれ も後

入先出法 には違いないが,そ れぞれ性格を異にする。業種による棚卸資産の性格の違 いにも

よるが,払 出原価に力点をおくか,棚 卸高が重要か,ま た売価が大事かによって後入先出法

は異なるのである。

Abstract In this paper, I indicate the origins of LIFO are three. First it is cost of 

goods sold. With the spread of pipe line in United States in the early 1930's after 

the First World War, petroleum industries adapted base stock method in inventory 

valuation. But, in the latter 1930's, price of crude oil was afraid of slump. So, pe-

troleum industries planned to recover early coat of goods sold in avoidance of risk. 

In this way, LIFO was derived from cost of goods sold. Second it is inventory 

amounts by base stock method. Nonferrous metals industries adapted base stock 

method in valuation of inventories, copper, lead and aluminium etc. At the begin-

ning base stock method was determined by standard price and volume, but since 

then was associated with historical costs and actual qantity. In a short time base 

stock method converted to LIFO. Third, it is inventories in retail department store. 

Retail department store adapted retail inventory method in 1910's. In 1940's retail 

department store tried to exclude the effect of price fluctuation in annual report 

and to decrease tax. Thus retail inventory method was combined with LIFO.

キーワー ド 継続記録法,棚 卸計算法,基 礎有高法,小 売棚卸法
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1.は じ め に

後入先 出法 という用語を創造 し,会 計方法の一つ として最初に提唱 したのはアメ リカ石

油協会(API:AmericanPetroleumInstitute)で ある。1934年 のことであった(1)。売上

原価 に最近の仕入原価を付す考 え方 は,そ れ以前に も会計慣行 として ドイツにもあ りアメ

リカにもあ ったが,必 ず しも規則性 のあるものではなか ったのである。 ある時には最近の

仕入原価を払出原価 として も,い つかは期首に近い仕入原価や平均原価を付 した りして定

まらなか ったのである。 これに対 し,ア メリカ石油協会は計算例を示 しなが ら,後 入先出

法 の手続を明 らかに した。それは規則性をともな った ものであ り,必 ず最近の仕入原価が

払 出原価にな ったのである。

アメ リカ石油協会が提唱 した後入先出法はあ くまで も払 出原価に主 眼をおいていた。 し

か し,同 じ頃,非 鉄金属工業では棚卸高に焦点を置 く後入先 出法を主張 していたのである。

非鉄金属工業では払出原価はまった く問題にならなかった し,一 ・瞥す らしなかった。それ

ばか りか後入先出法 といえば棚卸高にたいして期首 に近い仕入原価 を付す こととして理解

して いたのであ る。一方,そ の当時,小 売業 で も新たな棚卸資産評価方法を模索 しつつ

あった。小売業は価格変動が大きい と棚卸高 に作用 し,会 計利益に影響す るか らである。

価格変動が もた らす会計利益への影響を最小 にす るための会計方法が必要であった。 しか

し,多 品種 の商品を扱 う小売業では数量中心の後入先出法をそのまま適用す るわけにはい

かない。そこで,小 売業にあてはまるような後入先出法が求め られたのである。

こうして,後 入先出法の系譜は三つある。本稿 は石油工業,非 鉄金属工業,鉄 鋼業,綿

紡績業,皮 革工業,小 売業の会計慣行を精査 しつつ,後 入先出法の特質を明 らかにしたい。

この うち小売業をのぞ くいずれの業種 にも,リ スクヘ ッジの方法 として基礎有高法があっ

たのである。

II.継 続 記 録 法 と し て の 後 入 先 出 法

2.1.石 油 パ イ プ ラ イ ン網

1859年8月,ド レ イ ク(Drake,E.L.)が ア メ リカ 合 衆 国 ペ ン シル バ ニ ア州,オ イ ル ク

(1)AmericanPetroleumInstitute(1935).正 式 な 文書 と して はAmericanPetroleumInstitute

(1936)で あ る。 後入 先 出法 が誕生 したの と同 じ1934年 に,ル ーズベ ル トがニ ューデ ィールを提

唱 した。
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リールで,石 油を掘 り出す ことに成功 した。石油は1850年 代 までは薬,あ るいは照明のた

めの燈火 として使用 したにすぎなか ったが,油 井が発見 され井戸か ら石油を とるようにな

ると,そ れまでの石炭 に代わ り燈火 として製造す るようになった。

1865年 にシッケルがパイプライ ン網を敷 くことを考案 した。時を同 じくしてガ ソリンエ

ンジンやディーゼルエンジンの発明があった。ガ ソリンの需要が石油の生産を一気に高め

ることとなったのである。 とくに,そ の契機 とな ったのは第一次世界大戦であった。パイ

プライ ンは液体である商品を大量 に,連 続的に運ぶことを可能に した。石油輸送 は石油工

業 にと り,事 業開始の当初か ら大 きな問題であった。 当初は原油は馬車で運 ばれていたの

である。 その後,鉄 道や船 に代わ っていった。 このため鉄道に とって,石 油工業 は大 きな

収入源であった。鉄道 は石油か ら,輸 送収入のほぼ10%を 得ていたのである。 しか し,パ

イプライ ンが建設 されると,低 コス トで石油の輸送ができるようにな り,早 くしか もそれ

を知 られないようにして移送す ることができたのである。各州 の間のパイプライ ンは1879

年のは じめに可能 になった。ペ ンシルバニア州か らア トランテ ィックまで完成 した。1904

年には,石 油が中部に豊富な石油資源が開始 されるとパイプラインはオ クラホマやカ ンザ

スにまで延びた。 テキサスで大規模な生産がは じまると,パ イプライン網ができた。

図II-11930年 代 の 石 油 パ イ プ ラ イ ン 網

出 処:UnitedStatesHouseofRepresentatives,CommitteeonlnterstateandForeignCommerce.

1933.Reportonpipelines.Part1.HouseReportNo.2192.
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石油が液体であることはパイプラインによって大量 の輸送を可能 にしたのである。 しか

し,石 油輸送の安全性や安定性 は生産が持続的に行われることによる。

石油 パイ プライ ンは実線 で示 して いる。テキサ スか らオ クラホマを とお り,ニ ュー

ジャージー州へ と石油パ イプラインが伸びているのがわか る。

22.石 油パイプラインと棚卸高の数量

先ず,石 油パイプラインと棚卸高の数量の関係 についてみてみよう。 この ことは,テ キ

サスか らニュー ヨークに拡張す る石油のパイプライ ンの例 にみ ることができる。ニ ュー

ヨー クでパイプラインか ら石油を抜 くために,石 油は全体のライ ンを通 じてランニ ングを

維持 しな くてはな らない。換言すれば,常 時,石 油パイプラインには石油の棚卸高がな く

てはな らない。石油を貯蔵するタ ンクは一定量を固定的に貯蔵 してお り,こ れを払い出す

ことは禁止 されていた。同時に,パ イプラインも常に一定量を充た しておかなければな ら

ない。固定的な有高を払い出そうとす るときには水を入れな くてはな らない。石油パイプ

ラインの棚卸高 は常に一定量であることがわかるであろう。

2.3.石 油パイプライ ンと棚卸高の評価

問題 は石油パイプライ ンの棚卸高の評価である。石油パイプライ ンの中を流れる石油は

いつ も変わ らない量である。それ故 に,石 油工業界ではこの基準量 に対 してはできるだけ

低い価額を付 したいと考えたのである。資産価額が上昇 したか らといって これを払 い出す

わけにはいかなか った。パイプライ ンの中の石油の量 は,毎 年,同 じ金額 で評価 されるだ

ろう。月間にパイプに残 る石油 と同 じ金額で評価 される結果 となる。テキサスからニュー

ヨークへ石油を送 るのにタイムラグを考慮す る必要がな くなったのである。 このことは,

売上原価を売上収益 に近 い大 きさにす るのである。石油工業 においては,売 上収益 に対応

す る売上原価を計上することにな る。 この時,石 油の売上原価は現在原価に近 く,実 際原

価では決 してない。基礎有高がず っと維持され続けてい くのに対 し,販 売す る石油 は常に

更新 してい くのである。その意味において売上原価 は取替原価なのである。

石油パ イプラインは払出原価 の決定 と棚卸高の評価に影響 した。石油パイプライ ンの中

を流れ る原油 はいつ も充足されていな ければな らないか らである。それ故,原 油を抽出す

るとそれに相当す る量をす ぐ補充 しな くてはな らない。つま り,原 油を払い出す というこ

とはそれに見合 う量 と取 り替えることなのである。 このことか ら,払 出原価 は取替原価あ

るいは現在原価(カ レン ト・コス ト)こ そがふさわ しい評価であった。払出原価が取替原
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価あるいはそれに近い原価であったことは注意 を要す ることである。一方,石 油パイプラ

イ ンは棚卸高の評価に も大 きく作用 した。 こうして,石 油工業における石油パイプライン

は原油の払い出 し原価 の決定 とともに棚卸高の評価の双方に影響 した。 この ことが後入先

出法への扉を開 くきっかけになったのである。

甲地点か ら乙地点に至るパイプライ ンを考える。パイプライ ンによって石油を輸送す る

にはパイプラインに石油を充た しておかねばならない。パイプライ ンにはいつ も棚卸高が

ある。 これが基礎有高である。パ イプライ ンの中にある石油は一定 の価格で評価する。 こ

れが基準価格である。他方,パ イプラインか ら送 られてきた石油を とり出す と最近の原価

を付すのである。基準価格での基礎有高を維持 して,現 在 の生産は,あ たか も基礎有高に

はタッチ しなか ったかのように現在の仕入れで評価する。石油パイプラインとともに,石

油工業の性格 も払出原価 の決定に作用 した②。

また,石 油工業を とりま く状況が変化 していた。石油資源の発見 はたぶんに投機的性格

のものであったか らである。19世 紀末頃か ら石油資源 の発見が進む一方,石 油生産が これ

に追 いつかない事態が生 じていた。 このために石油価格の暴落の懸念がささやかれていた

のである。新 しい石油資源は掘削 によって見つけ出される。それは今 日と違い,勘 と経験

だけがたよりであった。手当た り次第に掘 って油 田は発見 されたのである。長期的には,

1バ ー レルの石油を発見す るために石油工業 にとって要す る費用は30セ ン トか ら50セ ン ト

とみ られる。成功 した業者にとってはこの費用は しれている。長期的にみれば,成 功 した

会社 にはのりこえ られる費用である。新 しい石油資源が発見 されると1バ ー レル当たりの

費用は下が る。す ると,石 油工業 にとって以前につぎこんだ掘削の費用 は相対的に高 くな

るのである。 そのために,石 油工業は最近の原価 を早期に回収 してい く必要があった。石

油工業では総資産 のうち原油な どの棚卸資産の占める比率 は10%に すぎず,相 対的に小 さ

か ったのである。 それ故,棚 卸計算法 としての後入先出法 は問題 となりえなか った⑧。

1,基 礎有高法の採用 にあた り,石 油工業にとっては,課 税の問題 は少な くとも前面 に

でていない。

2.基 礎有高法 を採用 していて も,石 油工業 にとって大事な ことは払出原価の評価 に

あ って,そ こに取替原価ないしそれに近い価格を付す ことである。 それ故,継 続記録

法(払 出原価を主にするという意 味で)の 性格 をもつ基礎有高法である。

(2)石 油パイプラインと基礎有高法の関係については,す でに早 くからWalker(1936),Nickeson

(1937),Cotter(1940b),ButtersandNiland(1949)が 取り上げており,ま た,課 税との関わり
でBarker(1942)が 言及している。

(3)Most(1977)は 石油業にまつわるリスクこそが取替原価を必要とすることを述べる。
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この よ うにみ て くる と,石 油工 業が基 礎有 高法 を用 いた理 由 が明 らか であ る。 価格変 動

の影 響 を回避 したいが ため では ない。石油 パ イ プ ライ ンによ る輸送 のゆえ に基礎 有高法 に

な らざるをえ なか った ので あ る。パ イプ ライ ンに よる石 油 の輸 送 そ の ものが棚卸 高 の評 価

に関 わ るわ けでな い。 しか し,石 油 が液体 で あ り,パ イ プライ ンに よ る輸 送 網の拡 大 が基

準 価格 と基 準量 を創 出 したの で ある。石油 工業 にお ける基 礎有 高法 を み る と,損 益 計算 か

ら価格 変動 の影響 を排 除す る との考 え は当初 か らなか った。パ イ プ ライ ンによ る石 油輸送

の方法 が固 定有高,固 定価 格 の考 えを生 み出 したので ある。

こ う して,石 油 工業 で は棚 卸 高 の数量 と して基 準量 を きめて ,評 価 は現 在原 価 に近 い額

と したので あ る。 注意 を要 す るの は,石 油工 業 におけ る基準 棚卸 法 の適用 は価格 変動 の影

響 を除去 す るた めで はなか った ことであ る。

2.4.基 礎有高 法 の事例

石 油工 業 と基 礎有 高 法 が結 びつ い た のは,石 油 パ イ プ ライ ンが拡 張 した後 の こ とであ

る。 この意 味 では石油 工業 は基 礎有 高法 の採用 とい う点 で,新 参 者(newcommer)で あ

るとい う ことがで き る。 しか し,ア メ リカで最 初 に基礎有 高法 を採 り入 れ たの は石 油工業

界 とい う。基 礎有 高法 の特 質 は基 準 価格 と基 準量 を設 定す るこ とに ある。 合衆 国で は基準

価 格 は歴 史 的原価 で あ り,決 して恣意 的 に決 め られた大 き さで は なか った。 ただ,問 題 は

どの時点 の歴 史 的原 価 を選 ぶか に あ ったの であ る。 それ故 に,期 首 時点 での歴史 的原価 を

基準 価格 に取 れ ば,後 入 先 出法 との違 いは ほ とん どな くな る。 問 題 は基準量 を設 定す るか

否 かの違 い にな るので あ る。

ムー デ ィー ズに あ る事 例 を 示 す こ とに しよ う。 ミッ ドコ ンチ ネ ン ト石 油 会 社(MID-

ContinentPetropeumCorporation),フ ィ リ ッ プ ス 石 油 会 社(PhilipsPetroleum

Company),ピ ュアー オイル会 社(ThePureOilCompany)を と りあ げる。

ミッ ドコ ンチネ ン ト石 油会 社

ミッ ドコ ンチ ネ ン ト石油 会 社(MID-ContinentPetropeumCorporation)は ,デ ラ

ウ ェア州 で1917年 に設 立 された会 社 で ある(4)。事 業 内容 は石油 の 製造 ,精 製,パ イ プライ

ンに よる石 油輸 送 に携 わ る石油 工業 で あ る。1940年 代 の末 には総 資 産 が1億 ドル にな って

(4)Moody'sManualoflnvestments1941.ア ニュアル レポー トに基準量および基準価格 について記載

している会社は見あた らない。また,ム ーディーズにもそうした記載 はない。ただ,例 外的に

ミッ ドコ ンチネ ン ト石油会社のアニ ュアル レポー トには固定価格 とい う記載があって,ム ー
ディーズも掲載 している。
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いた。 この会社 の棚 卸資 産 は原油 と精 油が10%ほ どで あ るが,興 味 深 い こ とに,精 油 は 固

定原 価(fixedcosts)で 評価 す る こ とを明 記す る。 ミッ ドコ ンチネ ン ト石油 会社 で は,1949

年1月 に固定 原価(fixedcosts)か ら低 価法 に変 更 して い るので あ る。1948年 以前 には,

固 定原 価(fixedcosts)で 評 価 してい た(5)。この会社 は,固 定原 価 の後,1949年 に は低 価

法 を採用 したが,こ の時の原 価 は平 均原 価 とみて よい。 パ イプ ライ ンは空 にな らな い よ う

にいつ も石油 を満 た して おかね ばな らな い。 だか ら,パ イ プの 中にあ る石 油 は恒常 的 に維

持 してい くもの なので あ る。 一定 量 と して あ るので あ って,そ れ を上 廻 る こと もで きな け

れ ば下廻 る こと もな い。 パ イ プ ライ ンの 中に あ る石油 は販 売 す るため の準備 と して,必 要

不 可欠 な量 で あ った。 だか ら,棚 卸高 は いつ も変 わ らな い数量 で あ る。 これが石油 業 の棚

卸 資産 で あ る。

一・方 ,仕 入 原価 はいつ も変 動す る。 しか し,棚 卸高 の評 価 も基準量 に見合 うよ うに,期

首 の仕入 原価 を付 したので あ る。 これが先入 先 出法 への扉 を 開 くこと とな る。 アニ ュアル

レポー トによ る と,精 油 の棚 卸高 は原 価 か低 価法 で評 価す る。 この方法 は1949年 度 に適 用

した。 それ以 前 は,固 定 原価 で評 価 した(6)。

そ の 後,ミ ッ ドコ ン チネ ン ト石 油 会社 は1955年 にサ ンDXオ イ ル 会 社(SunrayDX

OilCompany)に 合併 され(7),1968年 に は サ ンオ イル会 社(SunOilCompany)に 吸収

合 併 され た⑧。 サ ンオ イル会社 は棚 卸 資産 と して の原油 を後入 先 出法 で評 価 して い た。 精

油 につ いて もや は り後 入先 出法 で評価 した。 か くて,固 定 原 価 は低 価法 を経 て究極 的 に は

後 入 先 出法 とな ったの で あ る。 市 場 価格 よ り低 い価 格 とあ るか ら,固 定価 格 は原 油 価格

の低 い時期 につ けた価 格 で あ った。

フィ リ ップス石油 会社

この会 社 は1917年 にデ ラウ ェア州 で設 立 され た。 は じめの頃 は,原 油 や天然 ガ スの生産

を主 に営 業 した。 その後,1920年 代 か ら1930年 代 にか けて は石油 精製 業 と して営業 を拡大

して い った。1936年 には売上 総利益 が1億 ドル を超 え るよ うにな った。総 資産 額 は1937年

に2億 ドル に達 した。 問題 とな る棚 卸 資産 の金額 はその うちほぼ10%で あ る。 これ は,流

動 資産 の60%で あ った。

実 は この会 社 には注 目す べ き会 計処理 があ る。 原油 や精 油製 品 とい う棚 卸 資産 は帳簿 価

(5)ム ーデイーズでは固定価格(fixedprice)あ るいは固定原価(fixedcosts)と いう語を用いて

いる。1947年 に固定価格で,1948年 か ら1950年 にかけては固定原価(fixedcosts)と 表現 してい

る。 この事実はButtersandNiland(1949)が 指摘 している。

(6)Mid-ContinentPetroleumCorporation,AnnualReport1949.

(7)MoodysIndustrialManual1956.

(8)MoodysIndustrialManual1970.
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額で示 される。月別の後入先出法 は全ての主要製品に適用 される。月別の営業活動の記録

に当た り,仕 入原価で記録 される。原油や天然ガ ソリンの現在 の生産 はその ときの価格

で,refined製 品は製造原価で,商 品は原価で評価 される。材料や供給品は原価 あるいは

取得原価で評価 され る。

ピュァーオイル会社

この会社 はオハイオ州で1914年4月9日 に設立された会社である。1936年 までは,棚 卸

資産のうち原油は製造 日か仕入 日の平均価格で評価 し,精 油は各部門の原価で評価 してい

た。ただ,原 油や精油が市場価格 よ り低いならば,低 価法 を採用 し市場価格 で評価 した。

1937年 には,当 該会社 および子会社の原油と精油の棚卸資産は後入先出法で評価される。

1937年1月1日 の価格 である。上記の方法による1937年 の連結利益は,そ れ以前の評価方

法 による報告利益 とほぼ同 じで ある。1937年12月31日 の原油 と精油は,市 場価格以下 の

2,500,000ド ルで示 され る。

そのほか,1941年 にフィリップス石油会社(PhilipsPetroleumCo.),ジ ョンソンオイ

ル精製会社(JohnsonOilRefiningCo.),ス タ ンダー ドオ イル社(StanderdOilCo .

(NewJergy))が 後入先出法を採用 した。

2.5.基 礎有高法から後入先出法ヘ

アメ リカ合衆国において石油パイプライ ンの拡張 とともに,石 油工業の会計方法 も変化

してきたのである。基礎有高法がそれである。基礎有高法 は価格上昇が生 じても,下 落が

生 じて も会計利益 にあまり影響 しない。棚卸高は基準価格 にとどめておけばよか ったので

ある。 しか し,1917年 に,ア メ リカ合衆国の歳入法 は基礎有高法を否認 していたのである。

会計上 はともか く,課 税所得計算 において基礎有高法を とることはできな くな っていたの

である。

会計上重要 な問題 は払出原価 としての売上原価である。基礎有高法をとると基準量は変

わ らない として も,払 い出 しの内容 は絶 えず更新す る。更新す る内容は取替原価 という

が,会 計上の評価 は取得原価主義 に移行 していた。取替原価 による評価方法 は会計上 もは

や認 めることができない。取得原価主義 に立 ちつつ,し か し,取 得原価 に近い評価方法は

ない ものか。それを可能 にす るには,売 上に近い時点の仕入原価を選択すればよい。そう

すれば,パ イプライ ンを しく石油工業にふ さわ しい会計方法 となりうるであろう。 アメ リ

カ石油協会が後入先 出法を提唱 したのはこうした背景 の下 であ ったのである。

1934年,ア メ リカ石油協会の 「石油業の統一的会計 システム」は後入先 出法 を最適 な会
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計方法 とする報告書 を提出 した。 これを受 けてアメ リカ石油協会は後入先出法 を勧告 し

た。これが,後 入先出法 という用語を用いた最初 といわれている。アメ リカ石油協会の本

当の意図は,石 油工業界の統一的会計方法 を求め ることにあったのである。 というのは,

当時の石油工業界では,棚 卸資産 の評価方法がまちまちであ り,統 一 されていなか ったか

らである。 こうしたば らば らの会計方法は,石 油工業界 にとって不都合なものであった。

アメリカ石油工業界が提唱 した後入先出法 は,そ うした結果 として導かれた ものなのであ

る。 しか も,幾 つかの会計方法を提唱 した中の一つ にす ぎなか ったのである。アメ リカ石

油協会が提唱 した後入先出法が,棚 卸資産 の評価にね らいがあるのではな く,あ くまで払

出原価 に力点があ ったことは注意 を要す る。それは貸借対照表でな く,損 益計算書の問題

であった。 アメ リカ石油協会の勧告は,価 格水準の変動 に焦点を向けている。それ故 に,

もし,市 場価格が下落すれば,後 入先 出法 の主要な目的はこわれるであろう。売上収益 と

それに見合 う費用 との関係 を基本に した後入先 出法であった。20世 紀初頭か ら第二次世界

大戦後 までの原油価格の変動をみてみよう。

アメ リカ石油協会は売上収益 に対応す る売上原価 を考えて後入先 出法を提唱 した。 しか

し,第 一次世界大戦後 および朝鮮戦争前を除けば原油価格 は一時的な上昇はあって も急激

な上昇 はなか ったのである。 そのことか らして,ア メリカ石油協会が懸念 したのは原油価

図 皿一21バ ー レ ル 当 た りの 原 油 価 格 の 変 動

出 処:UnitedStatesDepartmentoftheTreasury。2003.StatisticsofIncome.SOIbulletinFall2003,
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格の上昇 よりも,暴 落にあった。石油の暴落 による リスクをできるだけ早 く回収す ること

に,後 入先出法を力説 した理 由があった とみるべ きである。

アメ リカ石油協会が提唱 した後入先 出法は,確 かに継続記録法である。最近の払出原価

を先ず計算 し,残 高 として棚卸高がある。 しか し,前 述のように,石 油業 には基礎有高法

またはそれに近い評価方法があった。基礎有高法 は棚卸計算法である。それにもかかわ ら

ず,ア メリカ石油協会が提唱 した後入先出法 は棚卸計算法でな く,継 続記録法であった。

この飛躍をどう説明すべきであろ うか。 この問いに対 し,次 のように考える。 もともと,

石油業の基礎有高法 は非鉄金属業 と違 って,棚 卸資産評価益 を除去す るためではなか っ

た。石油パイプラインという設備 の構造に由来 した。石油業では会計上の問題は,仕 入原

価 を当期 に回収す ることが根本にあ り,そ の ことによって リスクを回避す ることにあ っ

た。 当然のことなが ら,払 出原価に主眼をお く。

それな らば,ア メ リカ石油協会の後入先出法に基礎有高法の片鱗 さえないかといえば,

決 してそ うでない。月末の棚卸高は月はじめの数量を基礎 にしている。 この ことは,ア メ

リカ石油協会の後入先 出法 は継続記録法による基礎有高法 というべ きものである。

皿.棚 卸 計 算 法 に よ る 後 入 先 出 法

前節で明 らかにした継続記録法のほかに,後 入先出法の起源には棚卸計算法 によるもの

がある。継続記録法が入庫,出 庫,在 庫の順序に従 って払出原価 を計算するのに対 して,

棚卸計算法は逆に棚卸高の評価か ら払出原価 を計算する。棚卸計算法 からすれば,棚 卸高

を基礎 にお くのであるか ら後入先出法 というより先入有高法(First-inonhand)(9)と い

うほうがふさわ しであろう。 いずれ も後入先 出法 とはいうものの払出原価の計算順序か ら

すれば両者は対照的である。本節はいくつかの業種を とりあげて,事 例をもとに して棚卸

計算法 としての後入先 出法を考えてみたい。

先ず,棚 卸計算法の一つである基礎有高法を考えてみたい。基礎有高法 は棚卸計算法 に

しか適合せず,継 続記録法 にはあてはまらない。歴史的にみて基礎有高法 は後入先出法 に

先行す る棚卸資産の評価方法であ った。 この事実 はよ く知 られている。 これまでの研究 で

は,基 礎有高法 こそが後入先 出法 の起源であるとす る見解があった。確かに後入先出法 は

基礎有高法 と似ている点が少な くない。 しか し,違 っている点 も少 な くない。後入先出法

(9)棚 卸資産委員会(1956,158)を 参照する。
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は基礎有 高 法 か ら何 を 引き継 い だのか,ま た,後 入 先 出法 は どの よ うに して基 礎有 高法 を

離脱 して い ったか,こ の こ とを以下 に明 らか に した い。

3.1.基 礎有 高法 と非鉄 金属 工業

まず,ナ シ ョナル製鉛 会社(NationalLeadCompany)を と りあ げてみ よ う。 ナ シ ョ

ナル製鉛 会社 は基 礎有 高法 を適用 した会社 と して,棚 卸 資産研 究 の対 象 と して しば しば取

り上 げ られて きた企業 で あ る⑩。 この会社 は亜 鉛 の製 造 ・加工 を営 む いわ ゆ る非鉄 金 属工

業 であ る。

ナ シ ョナル 製鉛会 社 は1920年 の アニ ュアル レポー トです で に 「基礎 有高 法」 の適 用 を開

示 して い るω。 アニ ュア ル レポー トによ る と,第 一次 世 界大 戦前 に棚 卸 資産 を正 常有 高 と

超過有 高 に分 けた。 正常 在高 は1914年 時点 の非鉄 金属 の最 低価 格 で評 価 した。 一方,超 過

有 高は原 価 で評価 した。 正常 有高 は決 して変 わ る ことの な い数 量 で あ り,価 格 で あ る。 超

過 有高 は そ の時 の状 況 に応 じて 数量 も価格 も変 わ る。 あ る部 門 で数 量 が不 足 した場 合 に

は,正 常 有 高 に食 い込 む と,そ の時期 で,正 常 有高 にな るよ うにそれ に相 当す る準備 金 を

お くので あ る。 不足 を満 たす ため に非 鉄金 属(鉛,す ず,銅,ア ンチモ ン)を 購 入 しな く

て はな らな い。 正常 有高 の価格 は次 の よ うに して決 め る。

1.工 場 へ常 時輸 送 され る金 属 の価格

2.輸 送 あ るい はその ほか の トラブル によ り,製 造 を停 止す る こ とが ない よ うに工 場 で

必要 とす る原 材料 の価格

3.白 鉛 の場合,数 か月,製 造 過程 にあ る材料 の価 格

4.受 注 した とき にす ぐ出庫 で き るよ うに,工 場 や倉 庫 の在 庫 に必 要 な製 品 の価格

棚卸 資 産 の80%が 正常 有高 で あ る。毎 月 の原材 料 の仕 入 れ は,製 品 と して の金 属 の販売

に等 しい とみて い る。販 売数 量 と仕入数 量 は 同 じで あ る とす る フ ィク シ ョンを想定 す る。

特 定 の月 に,製 品 と して売 られ る金属 は,そ の月 に仕入 れた金 属 か らな る。 正常有 高 は決

して動 か す こ との で きない,手 を加 えて はな らな い数量 な ので あ る。 それ故 に,棚 卸 資産

は原価 で評 価 され る。 この意 味 にお い て,正 常 有 高 は 固定 資産 と同 じ性 質 を有 す る。 も

し,鉛 地 金 の価格 が1ポ ン ド11セ ン トにな るな ら,ナ シ ョナル製 鉛会 社 は在 庫 を処分 す べ

く正常有 高 に食 い こま ざるをえ な い。正 常有 高 を下 回 ってで も製 品を販売 す るこ とな くし

て は,利 益 を得 るこ とが で きないの で ある。 しか し,そ の よ うな ことがあ った と して も,

⑩ 例えばWarshow(1924),Walker(1936),Arther(1938a)が ある。

⑪NationalLeadCompany,AnnualReport,December31,1920.
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市場 で は正 常有 高 を維持 す る よ うに製 品を買 い戻 さざ るを えな いで あろ う。 原材料 の市 場

価格 が上昇 して帳簿 利益 をえ れ ば,企 業 は奢修 には しり浪費 を もた らす。 逆 に,市 場価 格

が下 降 して帳簿 損失 がで れ ば,企 業 は凋落す る。 株 主 は損失 に よ って生 じる高 い利 益 に ま

どわ され が ちで ある。 帳簿 損益 を株 主 に公 表 し,報 告す るこ とになれ ば,企 業 に と りマイ

ナ スの方が お お きい。

ナ シ ョナル製鉛 会社 が この よ うな考 えをい だ くよ うにな った背景 には,第 一次 世 界大戦

前 後 の苦 い経験 が あ った。 例 え ば,鉛 地金 の正 常有 高 は百 ポ ン ドあた り3.40ド ル で あ った

が,第 一 次世 界大 戦 中,市 場 価格 が11ド ル(あ るいはそ れ以 上)に 上 昇 した。 ところが ,

第 一次 世 界大 戦 後 の1920年12月 に は,3.74ド ル に下 落 したの で あ るa2>。帳簿 利益 を 計上 し

て いな けれ ば,帳 簿 損失 が あ る。設 備 や機械 は恒 常的 に使用 してい くので あ るか ら,そ の

評価 は取 得原価 にす るのが合理 的 だ ろ う。 その よ うにすれ ば帳簿利 益 を計上 す る こと もな

い。 そ して,耐 用年 数が尽 きた と きに処分 す る。 棚 卸資産 も同 じよ うに会計処 理す るのが

合 理 的 だろ う。 棚卸 高 の安 全 かつ保 守 的な会計 方法 こそが会社 に とって大 事 な こ とが,過

去 の ご くわず かな経験 で 明 らか にな った。

ナ シ ョナル製鉛 会社 で は,各 月 の原材料 の仕入 れ数 量 と販売数 量 は等 しい と想 定 した。

つ ま り,当 月 の製 品 の販 売数 量 は原 材料 の数量 と同 じで あ る とい う ことで あ る。 この故

に,基 準 量 は恒常 的 と考 え たの で あ る。1920年12月31日 の ナ シ ョナル製鉛会 社 の貸借 対照

表 は次 の通 りで あ った。

貸 借 対 照 表
1920.12.31(単 位 ドル)

資 産 資 本

固定資産43,283,693。02資 本93,337,028.47

その他の投資7,685,312.62

棚卸資産19,602,194.78

現金3,719,880.63

売掛金17,293,846.67

受取手形1,752,100.75

93,337,028.4793 ,337,028.47

棚卸 資産 は総 資産 の20%ほ どで あ る。 その変動 の大 き さを みて み よ う。

総 資産 の増加 の うち棚卸 資産 は30%以 上 であ る。鉛 地金 の価格 は予想 もつか な いほ どに

{12)NationalLeadCompany,AnnualReport,December31,192.0.
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資 産1920年12月31日1919年12月31日 増 加

棚卸資産19,602,194.7816,044,315.903,557,878。88

総 資 産93,337,028.4788,081,377.079,359,547.06

比 率21%18.2%38%

変動 した。 変 動 が うま く調整 で き るほ どの正 常 な下 落 であれ ば よい。 ところが,価 格 の変

動 は資 産総 額 を揺 るが す ほ どの大 き さで あ った。 現在 の在 庫 は高 い コス トに直面 す ると し

て も,半 年先 は見通 しがつ かな いの であ る。 経営 者 と して は仕入 が平均 的 に行 われ るこ と

こそが取 引 の安 定 化 につ な が るので あ る。 こ うして,1920年 度 の アニ ュアル レポー トは結

論 を くだす。 原材 料 お よ び製 品価格 の急 激 な変 動 は よ くな い。原 材 料 価格 の変 動 に よ っ

て,製 品価 格 を変 え るの は,会 社 にロス を生 じる。原 材料 価格 が下 落す る と予想 す る時 に

は注文 を手 控 え,上 昇す る と予想 す る時 には注文 を増 す。 価格 が下 降 ぎみ の時 には,会 社

は販売 したが らない。長期 的 に みて大 きな利 益 を見込 む ことがで きな いの であ る。 会 社 は

公正 な平均 的利 益 を得 る戦 略 を立 てな くて はな らな い。

第二 次世 界大 戦後 の1946年 にな って も,ナ シ ョナ ル製鉛 会社 はいぜ ん と して基礎 有 高法

を適用 して い た⑬。 総仕 入額 か ら期 末棚 卸高 を引 いて,当 期 の売上 原価 を計 算 したの で あ

る。 これ まで と違 うと ころは,棚 卸 資産 を総 額表 示 に した こ とで あ る。 ナ シ ョナル製 鉛会

社 の基 礎 有高 法 は棚卸 高 を一 括 して示 す 粗雑 な もの で なか ったω。 その証 拠 と して,ア メ

リカ会 計 士協 会 の コメ ン トを掲 げ る こ とに しよ う。会 計 士 協会 は ナ シ ョナ ル製 鉛会 社 の

1946年 度 の アニ ュアル レポー トに興 味 深 い コメ ン トを して い る。 それ は アニ ュアル レポー

トにあ る棚 卸 資産 の注記 につい てで あ る。 この会 社 の基礎 有高 法 が意 図す る と ころを簡潔

に示 して い ると ころが,読 者 の注 意 をひ くか らで あ る。 それ は次 の こ とで あ った。棚 卸資

産 は原価 か時 価 の いず れか低 い方,低 価法 で評 価 され る。 原価 は,先 入 先 出法 か平均 法 に

よ る。 基礎 有 高法 は数量 に適 用す る。

基 礎有 高 の基準 量 と基 準価 格 は次 の よ うな もので あ った。

も し実 際 の数量 が基準 量 を下廻 るな らば,基 礎有 高法 で は食 い込 みの数量 に対 して時 価

と基準価 格 との差 額 か らな る準備 金 をお く。準 備金 は棚卸 高 の不 足 を カバ ーす るため の も

ので あ る。 これ が1946年 度 に計上 した基礎 有高 準備 金 で あ る。 こ うした会 計処理 の原則 は

⑬NationalLeadCompany,AnnualReport,December31,1946.

(14)ア メ リカ会計士協会 はナショナル製鉛会社の棚卸資産の表記の仕方にあえて言及 し,基 礎有高

法 を採用 しなが らも種類 ごとに分 けて示 した ことを賞 賛 してい る。Americanlnstituteof

Accountants(1948)
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基準量(単 位:米 トン)1ポ ン ド当た りの基準価格(単 位:ド ル)

金合49,687.50.3

すず1,124.50.21

アンチモン1,4000 .05

亜麻仁油3,1250.06

亜麻仁5,6000 .0348

基礎有高法 に合致 していた。基礎有高法を一貫 して適用 した結果 として,1946年 の純利益

はほぼ1,938,000ド ル小 さ くな った。1946年12月31日,準 備金の2,000,000ド ルの差額,マ イ

ナス利益分配や税への影響の62,000ド ルを示す。貸借対照表 に示 される棚卸準備金 は,基

礎有高準備金 に加え,1947年 と1946年 の12月31日 での800,000ド ルの棚卸準備金を含む。

監査人は基礎有高法 を一貫 して適用 した ことについて,監 査証 明書 を提出 した。 しか

し,棚 卸資産の会計手続 について満足 していたのである。

第二次世界大戦後,鉛 地金の相場 は1ポ ン ドあた り6.50セ ントか ら12.55セ ン トへ と上昇

した。 このために,正 常有高に大幅な不足が生 じたのである。会社は基礎有高法を適用 し

ているが,期 末の棚卸高は通常の基準で評価 された。 この場合,会 社 は不足分を現在原価

で取 り替 えようとしなか ったのであ る。 もし会社 がこう した方針を採用 しなか ったな ら

ば,基 礎有高法へ固執することによ り,不 足分を棚卸資産準備金で補てんす る必要があっ

た。それだけ年度の会計利益 は減少 し,他 方,翌 年度の会計利益は過大 に示 される。棚卸

資産は低価法で評価 されるが,原 価は平均法か先入先 出法 によるものであ った。 それまで

は基礎有高法準備金 は棚卸高か ら控除 された。連結貸借対照表では,そ うした準備金 は準

備金の項 目になる。基礎有高法 は次 の ことを考慮す る。 もし,数 量 が基準量 を下廻 るな

ら,準 備金は時価 と基準価格 との差を示す。それは取替のたあの準備である。

1947年,ナ ショナル製鉛会社は棚卸資産の評価 に基礎有高法を適用 した。年度中に,棚

卸資産準備金 は6,992,862ド ルだけ増加 した。 それ は基礎有高法を用 いた結果 である。将

来起 こるであろう市場価格 の下落 による会計利益への影響 は,基 礎有高法を用いて準備金

を適用す ることによって最小化されることになる。1947年 には,基 礎有高法の計算は原則

に従 った。 ところが1946年,会 社はそこか ら離脱 した。 そして時価 よ り低い価格で基礎有

高準備金 を計上 した。

1950年 度,ナ ショナル製鉛会社 は30年 以上 も継続 してきた基礎有高法か ら後入先 出法 に

変更 した。 アニ ュアル レポー トは経営者から株主 と従業員へ向けてメ ッセージを送 ってい

る。要約すると次のような ものである。1945年 の第二次世界大戦の終結後,平 和 な時期が

しばらく続 いてきたが,再 び緊張 して きた。1950年 のはじめには,企 業活動は平和時の通
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常 の水 準 を維 持 した。原 材料 の調 達 も順調 で あ り,価 格水 準 も第二 次世 界大 戦直 後 の水準

を下廻 る ほ どに落 ち着 い た。 と ころが,1950年 の中頃以 降,戦 争 の影 が しのび よ って き た。

価格 統制,合 理化,資 源 配分,物 資不 足,高 率 の課税 が現 実 の もの とな ってい る。 再 び,

戦争 へ の危 険 が今後 の企 業活 動 に悪 い影 響 を及 ぼす危 険 が あ る。 アニ ュアル レポー トは こ

のよ うな事 実 を指摘 しつつ も,会 計利益 およ び配 当 が第二 次世 界大戦 後,1950年 に到 るま

で伸 び て きた こ とを強調 して いる。

課 税 所得 を み てみ よ う。 ナ シ ョナル製 鉛 会 社 の法 人 所 得 税 は1949年 度8,783,272ド ル で

あ っ た が,1950年 に は,30,926,877ド ル に増 加 した。 税 の増 加 の大 部 分 は連 邦所 得 税 で

あ った。 連 邦所 得税 を差 し引 く前 の税 引前 利益 は33,366,220ド ル増加 した。 当該 年度 の後

半 にお け る税率 の上 昇 が1950年 の数 値 に反映 された ので あ る。経 営方 針 と して,ナ シ ョナ

ル製 鉛 会 社 は1950年 の連 邦 所 得税 の決 定 に お いて,棚 卸 資 産 評 価 に後 入 先 出法 を適 用 し

た。 ア ニ ュアル レポー トは株主 に対 して,後 入先 出法 を選択 した こ とに留意 す るよ うに も

とめて い る。基 礎有 高法 が長 く,経 営方針 であ った こ とはよ く知 られて い る。基 礎有 高法

は根本 にお いて後入 先 出法 と同 じであ るが,課 税所 得決 定 の起訴 と して課 税 当局 に受 け入

れ られ なか った。 しか し,後 入 先 出法 は認 め られて い る。1950年 中の市場 の状況 は,課 税

所得計 算 と してそ の採用 を望 ま しい もの と した。1950年 代 の会社 の連 邦所得 税 は その採用

によ って,ほ ぼ3,800,000ド ルだ け減 った と推 定 され る。 会社 は基 礎有 高法 の下 で これ まで

積 み立 て て きた棚 卸 資産 準備 金 を維持 し続 け る方 針 で あ る。連 結 貸 借対 照 表 に よる と,

1950年 にお け る棚卸 資産 の大 き さは48,624,480ド ルで あ り,流 動 資産 の うち37%で あ った。

アニ ュアル レポー トは連結 財務諸 表 の注記 で,後 入先 出法 の適 用 に よる効 果 を示 してい

る。 注記 は次 の よ うであ る⑮。1950年 に,会 社 は主 要 な棚卸 資産 に後入 先 出法 を採用 した。

そ して1950年 度 に 開始 す る連 邦所 得 税 の た め にそ う した方法 を用 い る こ とをね らい とす

る。 連 邦所得 税法 に したが って,1949年12月31日 の棚 卸資 産 は1,399,177ド ル の額 だ け増 加

した。 補充 す る貸 方 の632,901ド ル と766,276ド ル は,そ れ ぞ れ基礎 有 高準 備金 と留保 利益

であ った。 その他 の棚卸 資産 は,平 均 原価法 あ るいは先入 先 出法で計 上 され続 け る。1950

年 度 の税 引前 利益 は2,317,496ド ルで あ り,連 邦所 得税 は3,843,948ド ルで あ る。 後入 先 出法

の採用 の結果,そ れ以 外 の どん な評価 方法 よ り小 さ くな った。 基礎有 高準 備金 は次 の数 量

お よび価格 を基 準 に維 持 され た。 棚卸 資産 準備 金 は基礎有 高準 備金 に加 え る。1948年 度 か

ら1950年 度 まで の基礎 有高 準備金 には,800,000ド ルの棚 卸資産 準備 金 が含 まれ てい る。

(15)NationalLeadCompany,AnnualReport,December31,1950.
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1950年 には国内の非連結の子会社 も後入先 出法 を採用 した。 この結果,非 連結子会社の

純有形資産 にお けるナシ ョナル製鉛会社の1950年12月31日 現在 の持分 は,850,000ド ルで

ある。ナ ショナル製鉛会社の公認会計士は,株 主に向けて,財 政状態は健全であることを

指摘 した。その上で,1950年 に棚卸資産評価方法を後入先出法 に変更 したことを除けば,

一般 に認 められた会計原則に従 っていることを力説 した。

ナ ショナル製鉛会社 は1920年 度のアニ ュアル レポー トに基礎有高法 を棚卸資産評価方法

として明記 して以来,そ の後30年 間にわたって採用 し続 けた。 しか し,1950年 度 に到って

評価方法を変更 し,後 入先出法を採用 した。1950年 当時,こ の会社の棚卸資産 は手持 ちの

また加工中の金属や原材料 が43,287,406ド ル,材 料が5,537,074ド ル,合 計で48 ,824,480ド ル

であった。流動資産の うち,棚 卸資産が約30%を 占あていたのである。後入先 出法 を適用

したのは,主 要な棚卸資産 であった。その他の ものについては,低 価評価 を用 いたのであ

る。基準量 にして も,基 準価格 にして も,長 期 に維持され続けてきたのである。 その意味

において基礎有高法は30年 間,継 続することができたのである。 それが1950年 になって変

更 されたのは何故か。1944年 および1945年 になると,基 礎有高準備金はとりくずされて し

まったか らである。

基礎有 高法の考えはもともと次のようなものであった。実際の数量が基準量 に食いこむ

ならば,準 備金は現在の市場価格 と固定的価格の差を示す取替 の準備である。1944年 か ら

1945年 にか けては,第 二次世界大戦の終末期に相当する。戦時下の物資不足の時期 であっ

た。それ故 に,基 準量 を設 けて も実際の有高はそれを食 いこむ事態が生 じたのである。

1944年 か ら1955年 までの10年 間の棚卸資産の有高 と棚卸準備金の大 きさをグラフで示 して

みよう。

以下の図はNationalLeadCompanyに おける基礎有高準備金の推移である。

第二次世界大戦後 の1946年 以降は,棚 卸資産準備金は回復 した ものの,再 び物資不足 を

招来する事態が生 じる。それは1950年 に起 こった朝鮮戦争 であった。ナショナル製鉛会社

は朝鮮戦争 による物資不足 によって,も はや基礎有高法を継続す ることができない と判断

したのである。後入先 出法 は基準量を想定する必要がな く,し か も価格変動に対応できる

評価方法であ ったか らである。

ナショナル製鉛会社の基礎有高法 について,こ れまでにい くつかの研究があった(16}。現

⑯ そのなかでWarshaw(1922)の 研究は最も現実味がある。Warshawは ナショナル製鉛会社の

取締役であった。それゆえ,彼 はナショナル製鉛会社が基礎有高法を採択した理由に関して最も
よく知る立場の人である。
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図皿一1基 礎有高準備金の推移

場 を よ く知 る人 の立場 か らす れば,価 格 変動 の影 響 を最 小 にす る棚卸 資産 の評価 方法 こそ

が大 事 で あ った。 そ れ は非 鉄 金属 工 業 とい う産 業 の特 性 に由来 す る。 評価 方 法 と して,

六 つの 方法 が あげ られ る⑰。(1)時 価,(2)最 新 の仕 入 原価,(3)低 価 法,(4)平 均原 価,(5)最 も

古 い仕入 原価,(6)基 礎有 高法 で あ る。 この なか で,(5)の 方法 は基 礎有 高法 に近 い とい う。

1920年 代 の頃 は後 入先 出法 とい う語 は未 だなか った。 しか し,最 も古 い仕 入原価 で評 価 す

る とい うの は後 入先 出法 と同義 であ る。 そ う考 えれ ば,こ こで,(5)の 方法 は基礎 有高 法 に

近 い とされ て いるの は興 味深 い。通 常,財 は仕入 の順 に消 費す る。 そ こで,期 末 の残 高 は

最 新 の仕入 か ら成 るだ ろ う。 これが あ りふ れ た事 実 であ る。 しか し,ナ シ ョナル製鉛 会 社

で は先 入 れ先 出 しの順 序 にな って いなか った。製 鉛業 で は製鉛 の底 に長年 の 間 に積 もった

か た ま りがで き る。製 鉛 の か たま りをmeltingpotに 容 れ る。 製鉛 のか た ま りは製 造 過

程 にお いて コ ンス タ ン トに ある もので あ る。 この製鉛 の か たま りを除 く部 分 が受 け入 れ と

払 い出 しを繰 り返 す ので あ る。 この ことか ら,最 新 の仕 入れ が先 ず消費 され,製 造 され,

販売 され る と仮定 す るこ とが製 鉛 業 の実 状 に近 か ったの であ る⑱。 また,製 鉛 業 の製造 工

程 は5,6か 月 を要 し,こ の 間,コ ンス タ ン トな数 量 で正 常 な操 業 を続 ける こ とはで き な

か った。 まさ しく,コ ンス タ ン トな数量 こそは正常 有高 で あ ったので あ る。 現場 を知 る も

の か らす れ ば,非 鉄 金属 業 に と り大 事 な こ とは正常 な数 量 の維持 で あ る。 この意 味 にお い

⑰ 以下,Warshaw(1922)の 説明である。

(18)Warshaw(1922).
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て,継 続 記録 法 と しての後入 先 出法 が い う同一価 格水 準 的対応 で はなか った ので あ る。

ナ シ ョナル製鉛 会社 に とって,基 礎有 高法 は実 際 の財 の流 れ に見合 う最 も現 実的 な方法

で あ った。 この会社 では,棚 卸資 産 の80%が 正常 有高 に含 ま れたの であ る。 こ うす れば ,

あ とは い くらで正常 有 高 を評 価 す るか の 問題 だ けで あ る。 これ は100に つ き3 .40ド ル の低

価格 を付 した。販 売 した 数量 は受 け入 れ た数 量 に見 合 うと考 え るこ とがで き る。 こ う し

て,価 格 変動 が あ ろ うと も売 上収益 は払 出原 価 に対応 す る とみ ることがで き るので あ る⑲。

こう して,非 鉄金属 産業 と して の製鉛 業 は期 末 の棚卸 資産 の適正 な評価 こそ が大 切 な こ

とで あ った。 目的 は棚 卸 資産評 価益 を排 除す るこ と,ま た逆 に,棚 卸 資産 評価 損 を早 く計

上 す る こ とに あ った。 第 一 次世 界 大戦 下,も し も原 価 あ るい は時 価評 価 を と った な らナ

シ ョナル製 鉛会 社 は700万 か ら800万 ドル の評 価益 を計上 したで あろ う とい う⑫①。 市場価 格

が変 動 す る際 には,そ の影響 を で きる限 り小 さ くす る会 計方 法 を採 るべ きで あ る。 そのた

めに は,棚 卸 資産 の評価 を一 定 の大 き さに決 め てお く必 要 が あ る。 それ によ って ,ど んな

に価 格変 動が生 じて もその部分 は変 わ らな いか ら,影 響 を排 除 で きるか らであ る。 この要

請 に見合 った会 計方 法 こそ基礎 有高 法 であ った。

価格 変動 の影 響 を除去 す るのは,継 続記 録法 と しての売 上収 益 に見合 う売上 原価 の 同一

価格水 準 的対応 で はな い。 製鉛 業 にお いて は棚 卸計算 法 と して評価 の問題 を考 え る ほか な

か ったの であ る。 基礎 有高 法 の効果 は架空 利益 の排 除に あ った ことは疑 いな い。

ナ シ ョナル製鉛 会社 は非鉄 金属 業 と して の慣習 どお り旧い在庫 数量 を維持 しつつ ,最 近

の仕 入 か ら出庫 して いたの であ る。 ところが,価 格 変動 が大 き くな って くる と基 礎有高法

の本 来 のね らいか ら逸 脱 してき た。 アニ ュアル レポー トか らみ てみ ると,ナ シ ョナル製鉛

会 社 が重点 をお いたの は棚 卸 資産損益 の 除去 に あ った。基 礎有 高法 の性格 がす り替 わ った

ので あ る。 基礎 有高法 の計 算要素 で あ る基準 量 や基準 価格 の ことは,い うなれ ば二義 的 に

す ぎな くな った。 こ う して,基 礎 有高法 はそ の計算 要 素 た る基準 量 や基 準価 格 の意義 は薄

⑲Warshawが 示すの計算例は,実 際 にナシ ョナル製鉛会社が採 った方法とみてよいであろう。

正常有高を次のようにする。

基準価格1ポ ン ド4セ ン ト

基準数量1,000,000ポ ンド

基礎有高40,000,000ド ル

もし,実 際の数量が基準数量を下回ると以下のように計算す る。

実際の数量800,000ポ ンド

不足数量200,000ポ ン ドである。

期末の時価が1ポ ン ドあたり6セ ントとす る。

不足の200,000ポ ン ドは借 りることにしてそれを取 り替えるのに200,000×6セ ント;1 ,200,000ド
ルかかる。そこで40 ,000ド ルー12,000ド ル=28,000ド ルが800,000ポ ン ドの評価額 となる。

{20)Warshaw(1922).
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れ てい って,棚 卸 資産 の排 除 に力 点 を移 して い く。 そ れは,1917年 の租 税諮 問委 員会⑳ に

よ る基礎 有高 法 の禁止 によ って決 定 的 とな った。

3.2.そ のほか の非鉄 金属工 業

1940年 代 の は じめ頃 か ら,非 鉄 金属 工業 は徐 々に基礎 有高 法 か ら後入 先 出法 へ と転 換 し

て い った。 た とえ ば,ア メ リカ精 錬会 社(AmericanSmelting&RefiningCompany),

ア ニ コ ン ド銅 鉱 山会 社(AnecondeCopperMiningCompany),マ イ ア ミ銅 工 業 会 社

(MiamiCopperCo.),ス コヴ ィル製造 工 業会社(ScovillManufacturingCompany),ケ

ニ コッ ト銅会社(KennecottCopperCorporation),レ ー ナー銅 ・真 鍮会 社(RenerCop-

per&Brass,Incorporated),ク ライマ ックス ・モ リブデ ン会 社(ClimaxMolybdenum

Company),ス リバ ン鉱 山会社(SullivanMiningCo.)な どが あ る。 これ らの会 社 は19

世紀 末 か ら20世 紀 初頭 にかけて設 立 した非鉄 金属 工業 で あ り,銅,銀,金,鉛,ア ル ミニ

ウム,マ グネ シウムの精 製 と製 造 を営 んで きた⑬。 これ らの会 社 の貸借 対照 表 をみ る と,

1930年 代 の は じめ には基礎 有高 法 を採 用 して い た。 そ して,1940年 代 の末 まで に はいず れ

も後入 先 出法 に変 更 して い る。非 鉄 金属業 各会 社 のお かれ た状 況 によ って,後 入 先 出法 へ

の途 は異 な る。 か な らず し も,非 鉄金 属業 はそのす べ てが基礎 有 高法 を採用 して いたわ け

でな い。 しか し,棚 卸 高 の評価 に重 点 がおか れて い た ことは共通 してい る。

多 くの非鉄金 属業 はナ シ ョナル製 鉛会 社 と同 じよ うに棚卸 資産 準備 金 を設 けて いた。 ア

メ リカ精 錬 会社 は1899年 にニ ュー ジ ャー ジー州 で 設 立 され た会社 で あ る。 この会 社 の 場

合,1930年 か ら1932年 にか けて は200万 ドルな い し300万 ドル以 上 の棚 卸 資産 損失 が あ り,

1933年 に は300万 ドル以 上 の棚 卸 資 産 利益 が あ った。棚 卸 資 産 利 益 は,棚 卸 資産 準 備 金

(MetalStockReserve)に 貸 記 して い る。棚 卸 資産 の評価 につ い ては,低 価 法 を用 いて い

た。 しか し,非 鉄金 属工 業 にお いて は,売 買契 約 を むす ん で も,製 品の引 き渡 しは先 の こ

とで あ る。 したが って,こ う した製 品につ いて は売価 で評 価す る もの と した。 そ れ故,売

買契 約 につ いて は,低 価 法 で評 価 す る とと もに,も し も価 格 が上 昇 した場 合 には,正 常 有

高 に対 す る評 価益 を棚 卸資 産準備 金 に貸記 す る こ とに して いた。各年 度 の棚卸 資産 準備 金

は次 の通 りで あ る。

図の よ うに,1934年 期 末 の棚 卸 資 産準 備 金 は,1932年 度 ドル お よ び1933年 度 と比較 し

て,大 幅にふ えた ので あ る。1934年 度 にな って,後 入先 出法 を採 用 した。年 度 中 に仕 入 れ

⑳AdvisoryTaxBoard(1919).

(221Moody'sManualoflnvestment193Q-1935.
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図皿一2棚 卸資産準備金

た鉱石およびその他の製品の原価 は,売 上収益にチャージされたのであ る。現在の仕入原

価 に対 して現在の売上収益をチャー ジしたのである。

アニ コン ド銅鉱 山会社は1885年 に設立 された会社であり,銅,鉛,亜 鉛,金,銀 の採掘

と溶解を営んでいる会社である。 この会社は1935年 度 に後入先出法 に変更 した。1932年 ま

では,基 礎有高法を採用 していた。 そこで,販 売時の手持 ちの金属製品に関 して,原 価 と

市場価値 との差額は棚卸資産準備金 と して貸記 していた。差額に応 じて,積 み増 しと減額

とを繰 り返 していたのである。販売 されるものは売価 で,販 売 されなか ったものは市場価

格で評価 した。会社 は正常 な棚卸資産 を固定 した価格 で評価 し,正 常有高 をこえる棚卸資

産 は原価を付 した。1933年 と1934年 度 に,棚 卸資産の評価は低価法にな った。 こうして,

1935年 度 になって後入先 出法に変更 したのである。

1935年12月31日 現在,手 許 にある完成品と半製品は(a>期 首 と同量の棚卸資産 に対 して

期首 の価格で評価 した。(b)期首の数量 をこえる棚卸資産 に関 して,期 間中の製造原価で評

価 した。 ここに,後 入先 出法が確立 したのである。 こうして,ア ニコン ド銅鉱山会社はそ

れ以前の低価法か ら離脱 した。

レイナー会社 は銅,真 鍮,ブ ロンズ,ア ル ミニウム,マ グネシウムな ど非鉄金属製品の

製造 と販売 を業務 とする,1923年 に設立 された会社である。 この会社 は,1938年1月1日

か ら,売 上原価の決定 に後入先出法を採用 した。1947年 度 の棚卸高はすべて市場価値以下

だった。1947年 度末,製 品以外の棚卸資産 は原価で示 された。それはやは り当時の市場価
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値以下であった。 これまで,こ の会社 は銅,亜 鉛,主 な材料の市場価格 の下落か ら生 じる

損失にそなえて棚卸資産準備金を設定 していた。

スコヴ ィル製造工業会社 は1881年 設立の会社である。 この会社は真鍮の溶解,加 工 を営

む非鉄金属業 である。1939年 度,会 社 は主 な非鉄金属製品 について後入先出法 を採用 し

た。その他の項 目は低価法で評価 した。それまでは基礎有高法 を適用 していたので,積 み

立ててきた棚卸資産準備金 を減 らす ことによって後入先 出法 と調整 していった。

興味深いのは,マ イア ミ銅工業会社である。 この会社 は1907年 に設立 され,銅 の精製を

営む非鉄金属工業である。周知の とお り,非 鉄金属工業の多 くは売買契約を して も,契 約

時点でな く製品の引き渡 しの時に売上収益を認識 していたのである。 ところが,こ の会社

はそれまでは売買契約を行 った時点で収益を計上 していた。1947年1月 に,会 社は売上収

益の認識基準を変更 した。それを商品の引き渡 しの時点に変えたのである。また,1947年

1月1日 か ら,銅 の売上原価の計上 に対 して,後 入先 出法を採用 した。変更の結果 として,

1947年 における銅製品の販売額は顧客 に引き渡 された全ての製品の売上収益を示す ことと

なった。 しか し,1947年12月31日 現在,販 売契約は結んだが引き渡 されていない製品は売

上収益 として認識 していない。そうした製品は後入先出法や平均法で計算 された原価を基

礎 にしたその 日の棚卸高である。1947年 以前のように売買契約時に売上収益 を認識 し,棚

卸資産原価を計算す る会計方法が継続 されたな らば,1947年 の連結利益は表示額 よ り多 く

計上 されたであろう。後入先出法の採用が売上収益認識基準の変更 と同時におこなわれた

会社 もあったことは注 目に値する。

マイア ミ銅工業会社 と同 じように,売 買契約時の売価で棚卸資産を評価 していた企業が

ある。 コネチカッ ト銅工業会社は1915年 に設立 された会社である。主な営業 は非鉄金属 の

採掘,精 製,溶 解である。1938年 まで,こ の会社は製品やその生産品の棚卸資産 は低価法

で評価 していた。ただ し,溶 解業者や精製業者 と売買契約を結 んだ国内の鉱 山の生産品に

ついては,売 価で評価 した。手持ちの製品については一般に先入先出法を適用 していたの

である。1939年 度 に,製 造部門の棚卸資産 に後入先 出法 を採用 した。 こう して1939年 以

降,製 造部門の損益計算 にそれまで用いていた先入先 出法 に代わ って,後 入先 出法 によっ

て棚卸資産を評価 したのである。

ところが,棚 卸資産 の評価 に平均原価法 を適用 して いた会社 もあ った。 クライマ ック

ス ・モ リブデン会社は1918年 に設立 された,モ リブデ ン鉱石の採掘を業務 とする非鉄金属

業である。1946年 に,こ の会社は製品原価を計算す る方法を平均原価か ら後入先 出法 に変

更 した。 この変更の結果,棚 卸資産評価を小 さくして,そ れにともない税引後利益を減 ら
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したのである。

以上のように,1930年 代後半か ら1940年 代 にかけて,後 入先出法に変更 した非鉄金属工

業の多 くはそれまで基礎有高法をとっていた。一部,先 入先 出法を採用 していた会社 もあ

るが,共 通 しているのは棚卸計算法によることである。売上収益 と払 出原価の対応をまっ

た く考慮 していないというのではないが,力 点は棚卸高にある。

後入先出法 と基礎有高法は,相 違点が少な くない。 にもかかわらず後者は前者か ら派生

したといわれるのであろうか。 そこには,実 は基礎有高法の考 え方 その ものが変遷 してき

たとみるべきであろう。基準量の意味が薄れ,架 空利益 の除去 に重点が移 ったのである。

基準量が意義 を失 うと,期 末の数量 の全 てにどんな評価をすればよいか ということにな

る。その際,価 格変動 の影響を除去するには払 い出 し原価を最近の仕入原価 として,在 庫

を旧い原価 とすればよい。 こうして,基 礎有高法は後入先 出法 に近似す る。架空利益 を排

除す ることによって,損 益計算への価格変動 の影響を少な くす ると考 えたのであ る。

注意を要するのは,基 礎有高法 は もともと棚卸資産損益の除去 を目的 とした評価方法で

はなかったことである。非鉄金属業では基礎有高法は,実 際の財の流れ に合致する最 も合

理的な会計方法であるとの考えがある。最近の仕入れを先 に払い出すのが実際によ り近い

とす ら認識 していたのである。ただ,基 礎有高法 はあ くまで,基 準量を基準価格で評価す

ることによって払 出金額 を求め る。その意味 において棚卸計算法である。払出価額は棚卸

高の決定の後,結 果として算定す るようにみえる。 しか し,棚 卸高 はは じあか ら決められ

た金額であるか ら,払 出価額はおのずか ら最近 のものか らなると解す ることができよう。

基礎有高法か らの離脱はそれほどむずか しいことではない。基礎有高法の要素である基

準価格 と基準量がそもそもあいまいな概念であった。基準量には決 して確定 した考えはな

い。実際の数量 は基準量にとどまることな く,い つ も超過するか不足す る。それ故 に,基

準量 というのはもともとフィクションなのである。実際の棚卸数量か らみると,基 準量は

決め られていても実際の数量 と一致することはなか った。

基準価格について も同 じようなことがいえる。基準価格の決め方 は,慣 習や経験 による

ものである。過去の仕入原価の記録 に基づいているのであるか ら,基 準価格 はもともと取

得原価 なのである。 この ことか ら基礎有高法 は原価法であるとい って も差 し支えなか っ

た。ただ,通 常の原価法 と異なるのは原価に対す る定義や解釈にすぎなかったのである㈱。

㈱Warshou(1922).
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3.3.綿 紡績業 と製粉業におけるリスクヘ ッジング

次に,棚 卸計算法 としての後入先出法に展開 した業種 として綿紡績業 と製粉業 を取 り上

げる。 この二つの業種に共通す るのはいずれ も先物市場が存在することである。

線紡績業 は売買市場の点か らい うと先の非鉄金属業 と対極 にあ る業種である。受注が

あって,数 か月先に製品を引き渡すという点では非鉄金属工業 と同じである。 しか し,綿

紡績業は基礎有高法 を用 いてはいなか った。綿の市場 には公開市場 と しての先物取 引が

あったか らである。価格変動による リスクヘ ッジングのために,先 物取引が可能であ った

のである。

綿紡績業 は価格変動に備 えてヘ ッジングを行 っていた業種である。綿紡績業では仕入か

ら製品の引き渡 しに数か月を要す る。その際,現 在の価格を考慮 しつつ引き渡 しの価格 を

決ある。また,引 き渡 しの数量 と同量の原材料を仕入れる。先入先出法を適用 したと しよ

う。先入先 出法 では古い仕入原価を払出原価 とす る。価格が上昇すれば,先 入先出法で取

り決めた価格では実際の価格を下廻 り損失を生 じるであろう。逆 に価格が下落すれば,有

利になるであろう。3か 月先の先物取引で売 ると同時に,現 物で同 じ量を仕入れてお く。

一・方
,現 物の製品は3か 月先 に引き渡すことで売買契約を結んでお く。綿紡織業では先物

市場が存在 し,先 物取引を行 うことができた。綿花の棚卸高は収穫時期 と収穫前 とでは大

きな差があった。 また生産か ら販売に到る過程 も数か月を要 した。収穫の状況によって価

格変動 も大きか ったのである。 こうした事情から綿紡織業では現物取引 と先物取引をあわ

せて行 っていたのである。

綿の現物 と先物市場 につ いて一例で示 そう⑫の。綿花商が現物市場でM15/16綿 を33。00

セ ントで買 う。 同時に,先 物市場で32.00セ ン トで売 る。 その後,相 場が下落 し,綿 花商が

紡績業者 に32.50セ ン トで現物を販売す るとしよう。現物で は0.50セ ン ト(33.00-32.50=

0.50)の 損失になる。 ところが先物市場で も同 じ0.50セ ン トだけ価格が下落す るとすれば,

31.50セ ン トで買 い戻す ことがで きる。先物市場で0.50セ ン トの利益を生 む。現物市場の

損失0.50と 先物市場の利益0.50が 相殺 され,損 益はない。

相場が下落す る場合

仕入時点 販売時点(単 位:セ ント)

現物市場 買 い33.00売 り32.50

先物市場 売 り32.00買 い戻 し31.50

⑳ いかの計算例は下村(1956)か ら借用したものである。
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相場 が上 が る場合

現 物 を紡 績業 者 へ34.00セ ン トで売 る。現 物 で は1セ ン トの利 益 が あ る。 先 物市 場 で は

33.00セ ン トで買 い戻 しをす る。先 物 で は1セ ン トの損 失 を生 じる。現物 で1セ ン トの利

益 が あ って も,先 物 で1セ ン ト損失 が あ るので,損 益 はゼ ロ とな る。

仕 入 時点 販 売時点(単 位1セ ン ト)

現 物市 場33.0034.00

先 物市 場32.0033.00

綿紡 織業 の場 合,原 材料 を 買 いつ け る市場 が あ り,相 場 が あ る。 それ故,リ ス クを避 け

るための ヘ ッジ ングが あ った。 それが先物 取 引で あ る。市 場 での相 場 を もとに取 引す る綿

紡 織業 に製 粉業 におい ては,相 場 の変動 に よる売買 の リス クにい つ もさ らされた。 それ故

に,こ れ らの産 業 では棚卸 資産 評価 益 を含 まな い実現 利益 を求 め たので あ る。 か く して,

いわ ゆ る現 金利 益 の考 えは綿紡 織業 や製粉 業 な どの企 業活 動 の特 性 か ら出 た もの であ る。

現 金利 益 は棚卸 資産評 価益 を排 除 した利益 とい う意 味な ので あ る。

ところが,こ の考 え は,後 入 先 出法 と同 じ効 果 を持 つ。 なぜ な ら,後 入 先 出法 では引 き

渡 し時の仕 入原 価 を売 上原 価 に付す か らで ある。 先入 先 出法 で あ れば,3か 月 の製造 期 間

を要す るので あれ ば,製 品の原 価 は三 か月前 の ものであ る。 後入 先 出法 を適 用 すれ ば,現

在 の販 売価額 に現 在 の売上原 価 を対応 す れば よい。綿 紡織業 にお け るヘ ッジ ングの会 計慣

行 は,す んな り後 入先 出法 を受 け入 れ る ことが で きた㈱。

事 例

綿 紡業 は1942か ら1943年 か けて,そ れ までの一 部 の商 品 に対す る低 価法 を残 しつつ後 入

先 出法 に変 更 して い る⑳。 ムー デ ィー ズに よれば,こ の時期 に,売 上 高 が比較 的大 きい ア

レ ン ・イ ンダ ス トリーズ社,中 堅 の キルバ ー ン ・ミル社,コ ン ソ リデー テ ッ ド紡績 会社 な

㈱ 綿紡績業における後入先出法についてはField(1947),Giard(1952)を 参照 されたい。Field

は綿紡績業における後入先出法の計算例を示 して,次 のようにいう。 当該年度末,後 入先出法で

は綿が1ポ ンド10セ ントであるとしよう。次の年度,評 価は14セ ントである。1ポ ン ドあたり4

セン トだけ後入先出法への評価のために棚卸資産準備金をとりくず した。準備金をコンスタント

としよう。数量が増加,減 少するとどうなるか。準備金を変えないとすれば,後 入先出法へ戻 る

ことはできない。受 け入れ数量が払出数量よ り多いとしよう。期首の棚卸量をこえる数量につい

ては,価 格変動準備金に加える。価格変動準備金は増加 した。受け入れ数量が払出数量 より少な

い場合には,棚 卸資産準備金 は減少する。期首の棚卸資産に戻すために綿を調達する。価格が上

昇すると,準 備金を増す。後入先出法による棚卸資産の評価によって,費 用の大きさを決める。

公開市場で先物価格を用いることができる。綿の取引は,1,引 き渡 し義務があること,2.先 物

としての価格が確定 していること,3.現 物で取得できることの特質がある。

(2㊦Moody'SManualoflnvestments1944.
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ど小規模な会社 も含めてそれまでの低価法か ら後入先出法に変更 している。

綿の収穫 シーズンは10月 に始 まる。収穫 とともに,加 工,製 造す ることによって在庫を

減 らしてい く。次の年度 にはまた収穫前 と同 じ数量 に戻す。 それ故に,収 穫前の数量は毎

年,同 じである。秋の季節を会計期間末 とすれば,後 入先出法 には好都合である。棚卸数

量は最小である。 しか し,初 冬か ら真冬 にかけて,棚 卸数量 は収穫 によって,最 大 となる。

したが って,利 益への価格変動の影響は大きい。棚卸資産評価損 を計上 しない とすれば,

損失がある。綿の収穫期 こそ後入先 出法が発揮 できる最 もよい条件である。綿紡織業は生

産,販 売,利 益 に大 きな変動がある。 そこで,価 格上昇時には棚卸資産準備金を設定 し,

価格下落時にはそれを取 り崩す。非鉄金属工業,綿 紡織業に共通 していることは,受 注か

ら引き渡 しまでの期間が比較的長いことである。そのために受注 日の仕入原価が価格変動

によって引き渡 し日に大 きく上昇 していることがある。業者 は価格変動によるリスクを負

担 しな くてはな らない。そ こで,こ の業種においては,最 新 の仕入原価を販売価格 に付す

ることが求あられ るのである。 これが後入先出法を主張す る根拠 となった。後入先 出法 は

リスク ・ヘ ッジングとなるのである。 これ らの業種に共通するのは,売 買契約である。 リ

スク ・ヘ ッジングはその効果である。

棚卸資産評価損益の計上を回避するために,非 鉄金属が基礎有高法を用 いたのに対 し,

綿紡業 は公開市場で先物取引によった。綿紡績業 にとり後入先出法はいわば先物取引の代

替的方法であったのである。

製粉業

製粉業 も綿紡績業 と同 じように公開市場があった。大豆,麦 や トウモロコシが取 引の対

象である。事例をみてみよう。

事 例

1940年 代後半,製 粉会社 は後入先出法に移行 した。 その一・例 として ピルス ビュリィ製粉

会社(PillsburyMills,Inc)を 取 り上げる⑳。 ピルスビュリィ製粉会社の貸借対照表 は棚

卸資産 とヘ ッジングの関わ りを明瞭に示 している。 ピルスビュ リィ製粉会社 の貸借対照表

は次のようである。

貸借対照表 の中で棚卸資産 を先物相場で表記 してい る。それ には財務諸表の注記があ

る。 この注記 は貸借対照表の棚卸資産に対す るものである。

それは要するに,財 務諸表は手持 ちの棚卸資産 に対する リスクヘ ッジングを考慮 したも

(27}PillsburyMills,Inc.,AnnualReport,May31,1948.
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貸 借 対 照 表
1948年5月31日(単 位:ド ル)

流動資産43,602,458流 動負債9,925,300

うち棚卸資産

1公 開 市場 で の定期 契約 固定 負債12,000,000

1小 麦8,113,091

1小 麦 粉4,121,824資 本40・307・873

1大 豆3,801,15216,036,067

固定資産その他18,630,715

52.307,873153.307.873

のである。 リスクの要素を考慮 して,ヘ ッジングの状況を反映 している。 そ こで,市 場で

発生 した損失や利益 は互 いに相殺 し合 うことがで きる。ヘ ッジングを十分にす ることによ

り,こ の手続は未実現利益の発生を防止す ることができる。

期間末の1948年5月31日,会 社は他の関連商品の中に将来の仕入や売上を見込んで,大

豆を含む穀物 に対 して もヘ ッジングを拡大 した。その結果 として,小 麦やそのほかの穀物

と同様に大豆は公開市場で先物取引の対象 とな ったのである。ヘッジしない,上 記以外の

棚卸資産 は,低 価法 で示 された。その目的 というのは売上収益に現在原価が対応すること

であ った。課税所得 は先入先 出法で決定された。

大豆や小麦は公開市場があ り,定 期約定で評価 した。それが価格変動 に対す るヘ ッジン

グの役割を果た した。後入先 出法はヘ ッジングと同 じ効果を もつ ことが明 らかである。 と

すれば,製 粉業 における後入先 出法 の導入はさほど困難でないことは理解 できよう。

以上のように,綿 紡織業にとどま らず製粉業においては,価 格変動を受けやすい。そこ

で,会 計利益か ら棚卸資産評価益を排除す ることに努めたのである。「現金利益」概念はこ

うして誕生 した。綿紡織業や製粉業の性格に想 い到 らなければ現金利益概念 は理解できな

いのである。現金利益概念は,原 材料の仕入か ら製造過程を経て,販 売に到 る期間が長い

産業,例 えば綿紡織業や製粉業 において主張 されたのであ った。受注を受 けて販売 に到 る

までの価格変動 による リスクをヘ ッジす る必要があったためである。実現利益 でな くては

な らなか った。それは企業活動の性格 によるものなのであ る。

3.4.皮 革業と製紙会社

皮革業

1938年,歳 入法は皮革業や非鉄金属業 の小規模の業種 には じめて後入先 出法を容認 し
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た。 その点 か らいえば,早 くか ら後 入先 出法 が浸透 した はず で あ るが実 状 はそ れ ほ ど明 ら

か で な い。 ム ー デ ィー ズ に よれ ば,皮 革 業 と して1941年 に合 同 皮 革 工 業 社(Amalga-

matedLeatherCos.,Inc.)㈱ が棚 卸資 産 の中 で皮革 製 品 につ いて後入 先 出法 を採用 した。

流動 資産 の うち棚卸 資産 の 占め る割合 は,1940年 に比 べ て低下 して い るが,売 上 高 に対 す

る売 上原 価 の比率 は低 くな って い るので あ る。

製 紙会 社

イ ンターナ シ ョナ ル製紙会 社(lnternationalPaperCompany)は1941年 にニ ュー ヨー

クで設 立 され た会 社 で あ る。 この会 社 は製紙 会 社 で あ り,ク ラ フ ト紙 を専 門 に扱 う会 社

で ある。1936年12月31日,棚 卸 資産 は後入 先 出法 で評価 す る。 期首 の数 量 に等 しい期 末 の

有高 は,前 年度 末 の簿価,期 中 の原 価,年 度 末 の時価 の低 い方 で評 価 され る。 期 首 の数量

を こえ る期 末 の手持 ち数量 は,期 中の原 価,年 度 末 の時価 の いず れか低 い方 で評 価す る。

鉄鋼 業

鉄 鋼業 のU.S.ス テ ィール(UnitedStatesSteelCorporation)を みて み よ う。U.S.ス

テ ィー ル とい う会社 の性 格 に もよ るが,先 の非鉄 金属 業 とはず いぶ ん状 況 は異 な る。1941

年 に,U.S.ス テ ィー ル は後 入先 出法 を採用 した⑳。 アニ ュア ル レポー トによれ ば,1941年

12月31日 現在,あ る棚卸 資産 につ いて は低 価法 で記 載 され,多 くは後 入先 出法 によ る。 後

入 先 出法 によ る売 上原 価 は平 均原 価法 に代 えて,現 在 原 価 で あ る とす る。U.S.ス テ ィー

ル はそれ ま では平均 原価法 を用 いて いたの であ る。

後入 先 出法 の下 での売 上原 価 は現 在原 価 と して い る点 は注意 を要 す る。1949年 の アニ ュ

アル レポ ー トによれ ば,後 入 先 出法 は価格 変動 が あ って も,売 上原 価 が現在 原価 を反映 す

ること によ って,ド ルの購 買力 の変動 を認 識す る。 現在 の購 買力 に等 しい原価 を示 す の に

最 もふ さわ しい方 法 と して いる。1941年 以 前 には,価 格 が相 対 的 に安 定 して い た。 と ころ

が1942年,1947年 には,後 入先 出法 を適用 す るの がふ さわ しい状 況 にな ったので あ る。U.

S.ス テ ィール の棚 卸資 産 は1940年 時点 の ドル額 で評 価 して いた。 後入 先 出法 へ の変 更 に

よ って,賃 金 や価 格 の上 昇 が あ って も棚卸 資産 の評 価額 は変 わ らな か ったので,見 せか け

の利益 を排 除す るこ とが で きたので あ る。 鋼材 や賃 金 の上昇 に よ って鉄鋼 製 品の原 価 が上

昇 す る。平 均原価 法 に よ ると,こ の価格上 昇 に追 いつ かず,棚 卸 資産 評価 益 を計上 せ ざる

を えな い。 こうい う事 情 が後 入先 出法 の採 用 を もた らしたの で あ る。U.S.ス テ ィー ル に

お いて興 味深 いの は,製 品価格 の上 昇 とい うよ り賃金 率 の大幅 な上 昇 であ る。 賃 金率 の上

(2a1し4004)ノ∫IndustrialManual1942.

(29}UnitedStatesSteelCorporation,AnnualReport,December31,1941.
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昇 が鉄 鋼製 品 の価 格上 昇 の背後 にあ った。 この事 実 を1947年 の アニ ュアル レポ ー トは図を

示 す ことによ って明 らか に してい る。

後入 先 出法 に変 更 した ことに よ って,棚 卸資産 は1940年 の金 額 で評価 され る。 また,製

品の製造 に必 要 な要素 は現 在原価 と して記 録 され る。 評 価益 は混入 しな い。1941年 の賃金

水準 を100と した とき,1946年 に は既 に50%も 上 昇 して いた。鉄 鋼価 格 は1941年 を100と す

る と,1944年 まで はほ とん ど変 わ らな か った ものの,1945年 か ら徐 々 に上 昇 し,1947年 に

は25%も 上 昇 した。U.S.ス テ ィール は鉄鋼価 格 上 昇 の原 因を賃 金 の上 昇 とみ て いた こ と

は疑 いない。

U.S.ス テ ィー ルが鉄 鋼価 格 の値 上 が りの背後 に賃金 上昇 が あ る,と 認 識 してい る とこ

ろへ起 こったのがHutzlerBrothers事 件 で あ った。 この事 件 がU .S,ス テ ィール の棚 卸

資産 に対す る会 計処 理方法 を転 換 す る き っか け とな った のであ る。

図皿一3賃 金と鋼材価格の推移

出処:UnitedStatesSteelCorporation,AnnualReport,December31,1941.

アニ ュアル レポー トの注記 によ る と,1941年 お よび1942年 には後入 先 出法 は鉄 鋼 を生 産

す る子会社 の主 要 な棚卸 資産 に限 られて いた。 しか し,1947年 に はそれ以 外 の子 会社 ま た

そ の他 の棚 卸資 産 品 目に も拡 大 した。 賃金上昇 はU.S.ス テ ィール内部 の労使紛 争 を もた

ら した。 そ の こ とが結 果 的 に,U.S.ス テ ィール に お ける後入先 出法 の採用 に結 びつ い た

ので あ る。
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IV.小 売 棚 卸 法 の 潮 流

これまで取 り上げてきた企業 は石油,鉄 鋼,非 鉄金属,繊 維な どいずれ も特定の製品を

扱 う業種 に限っていた。 こうした業種では数量を基準 として,最 近の仕入原価であれ旧い

原価であれ ともか く割 り当てれば払出原価が計算できたのである。 しか し,百 貨店のよ う

に多種少量 の製品を扱 う業種では数量を基準 とした評価は困難である。そのため小売業 で

は製品をグループ化 し,一 括 して評価をす る小売棚卸法 とよばれ る会計方法が発達 してき

たのである。 それは棚卸計算法の一つであった。20世 紀初頭の頃はその評価の仕方 も原価

を基礎 にしていたが,1920年 代か ら30年代 になると売価 に代わった。そ して,売 価を原価

に戻 して棚卸高を計算するようにな ったのである。 さらに,1940年 代にな ると小売棚卸法

は後入先出法 と結 びついてい ったのである。 それは小売棚卸後入先 出法 という。その後,

小売棚卸後入先出法は小売業 といわずどの業種 にも適用範囲を拡大 して ドル価値後入先出

法を生 み出 していった。本節は小売棚卸法が どのように して後入先出法 に結合 したか,そ

の契機 を明 らかにしたい。

4.1.原 価棚卸法から小売棚卸法へ

先入先 出法であれ後入先出法 であれ,ま た平均原価法 であ って も,棚 卸高ないし払出原

価の計算方法 は違 っても原価を基礎 にお くことには変わ りなかった。 これに対 して,小 売

棚卸法は売価 を評価の基礎 にお くのである。 しか し,小 売業における棚卸高の評価 はは じ

めから売価が根本にあったわけでない。 もともと,小 売業において も原価が出発点であっ

た。原価があ りふれた会計慣行であったのである。ではなぜ,小 売業では原価か ら売価に

焦点が移 ったのか,こ の点を明 らかにしよう。

20世 紀初頭のアメ リカ合衆国では,小 売業の会計慣行 は棚卸高を原価で評価 していた。

その後,1910年 代 になって売価による小売棚卸法が出てきたのである。 さらに1940年 代 に

な って小売棚卸法 は急速に普及 していった。 この時期 に,小 売業では原価か ら売価への根

本 的な転換が起 こった。原価による会計慣行のどの点に問題があるのか,売 価 での小売棚

卸法がなぜ求め られたのか,そ の理 由を考 えてみる。双方 を比較 した次のような計算例を

示すことにす る⑳。

(30>McNairandHersum(1952)が 掲げる計算例を用いた。ただし,計 算過程も結果も異なる。
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婦人 用 の コー トを販 売 して い る百 貨店 があ る と しよ う。

3月10着 の コー トを1着60ド ル で仕入 れ る。 内訳 は

黒 の コー ト8着

グ レーの コー ト2着

で あ る。 定価 を1着100ド ル と した。

3月 中 に黒 の コー トを1着100ド ル で5着 販 売 した。 グ レーの コ ー トは季 節 はず れ に

よ って,1着80ド ル に値下 げ して,2着 とも販売 す る。3月 末 の棚卸 は黒 の コー ト三着 で

あ る。4月 に この3着 の販 売が完 了 す る。 よ って,コ ー トの在庫 は4月 ゼ ロとな る。

以 上 を原価 法 で会計処 理 を してみ よ う。

原価法

項 目3月4月

売上高660300

売上原価

月始棚卸高0180

仕入高6000

合計600180

月末棚卸高1804200180

売上総利益240120

小売 棚卸 法 では以下 の よ うにな る。

3月

原価 売 価

月始棚 卸高00

仕 入高6001,000

マ ー クダウ ン40

合 計600960

売上 高700

売価 に よる棚 卸高260

原価 率=600/960=0.625

原価 によ る棚 卸高=2sa×0.625=161
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4月

原 価 売価

月始 棚 卸高161300

仕入 高00

マー クダ ウ ン

合 計161300

売上 高0

売 価 に よる棚 卸高300

原 価率=161/300=0.537

原価 によ る棚 卸 高=300×0.537=139

小売棚卸法

項 目3月4月

売上高660300

売上原価

月始棚卸高0161

仕入高6000

合計600161

月末棚卸高1614390161

売上総利益221139

原 価法 と小 売棚卸 法 で は3月,4月 の売上 総利 益 はそ れぞれ 異 な る。 しか し,売 上総 利益

の合 計 は いず れ も360ド ル で あ る。 問題 は ど こか。3月 の期 末 棚 卸 高 を マ ー クダ ウ ンに

よ って 低 く評 価 すれ ば,売 上 原価 はそれ だ け大 き くな るので売 上総 利益 は小 さ くな る,し

か し,逆 に4月 は,3月 の月 末棚 卸高 が月 始棚卸 高 にな り,低 い評 価 の額 だ け売上 原価 は

小 さ くな る。 故 に,4月 の売 上総 利益 は大 き くな る。

会計慣 行 で は,グ レー の コー トの原 価 を60ド ル とすれ ば,3月 の売上 総利益 は260ド ル,

4月 は100ド ル にな る。 小 売棚 卸 法 で も結 果 は同 じで あ る。3月 末,灰 色 コー トが80ド ル

の マー クダ ウ ン価 格 で販売 すれ ば,60ド ルか ら48ド ル の原 価 に下 げ るか らで ある。

この こ とか ら,マ ックネ アー は次 の点 を指摘 す る。

1,評 価 減 は翌 期 か ら当期へ の損失 の移 転 で ある。

2.評 価 減 はマ ー クダウ ンに よ って,小 売棚卸 法 に よ り記録 され る。

3.同 じ結果 は,マ ー クダウ ンの項 目が新 しい原価 評価 な らば原 価法 で得 られ る。
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小 売棚卸 法 は小売 価格 を基準 に して,マ ー クオ ンを示 し原価 を決 め る。 それ は,継 続記

録 法 で も棚 卸 計算法 で もな い。 あ くまで,小 売 業 が扱 う商 品 の種 類 の多 さか ら考 え た方法

で あ る。 金 額 が基準 にな るので金額 法 とい って よいで あろ う。

小売 業 にお いて も,も とも と原 価 評価 か低価法 が会 計慣行 で あ った。先入 先 出法 か平均

法 か は と もか くと して,基 本 は原 価 で あ り時価 が下 がれ ば低 価評 価 で記録 して いた ので あ

る。小 売 棚卸 法 へ の転 換 が起 こ ったの は その後 で あ る。小 売 業 にお け る この大 きな変 革

は,1940年 の 頃を境 に して急 速 に進 ん だ。 これ は,小 売業 が大 規 模 にな り,商 品の種類 が

多様 化 し量 が大 き くな って い った こ とと軌 を一 に してい る。 さ らに,記 録 の方 法 と して機

械化 が広 ま って い ったので あ る。1920年 代 の 自動車 産業 が技術 革新 を進 め て,大 量 生産 に

向 か ったの と同 じよ うに,小 売 業 も質 的な変化 を遂 げつ つ あ った ので あ る。

こう して,小 売棚卸 法 は マー クオ ンを価 格下 落 の危険 と して 附加 す るので あ る。 マ ーク

オ ンを大 き くす れ ばす るほ ど原 価評価 は低 くな る。逆 に,マ ー クオ ンを小 さ くすれ ば ,原

価 率 は大 き くな るが,全 体 と して みれ ば原価 評価 は小 さ くな るので あ る。 マ ー クア ップと

マー クダウ ンは根 本 的な もの でな く,商 品に と もな う価格 の下落 を原 価 の方 か らみ るか販

売 価格 か らみ るかの違 い にす ぎな い。 小売価 格 か らみれ ばマー ク ダ ウ ンにな る し,原 価 か

らみれ ば マー クア ップにな る。

4.2.初 期 の小売棚 卸法

上記 の よ うに,小 売 棚卸 法 は20世 紀 初頭 に現 れ たので あ る。 ただ,19世 紀末 ,1870年 代

の メイ シイ百貨店(Macy's)は 例外 的 であ る⑳。 メイ シイ百 貨店 は あ る商 品の小売 価 格 を

慣 習 や市 場 の状況 に よ って,正 常 な 率 を こえ た り,あ るい は それ以 下 で あ るよ うに決 め

た軌 マー クア ップやマ ー クダ ウ ンをす る ことに よ って,小 売 価格 か ら離 れ てい った ので

あ る。 その理 由は買 い手 の側 にあ る。販 売す る際 に,お 互 いの交 渉 の結 果 そ うな った ので

あ る。

どんな場 合 に も,会 計担 当者 は原価,利 益 率,マ ー クア ップ とマ ー クダ ウ ンの記録 をみ

る権利 が あ った。 そ こで,仕 入,売 上,そ して価 格 の記録 に よ って,棚 卸 資産 を継 続 的 に

記 録 し,乎 持 ちの棚卸 高 を原 価 で計算 す る ことがで きた。

例 えば,も し利益率 が20%な らば,1ド ル の原 価 の もの は1 .20ド ルの小 売価格 にな る。会

⑳ メイシイ百貨店の歴史については,Hower(1947)が ある。 この本は19世 紀後半か ら20世紀初

頭までのメイ シイ百貨店を概観 している。

(32)メ イ シイ百貨店 における初期 の商 品記録 については資料が ないので,や むをえずHower

(1947)の 補遺によった。
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計担 当者 は小売 価 格か ら17%を 控 除す る ことに よ って価格 と しよ う。原 価 に20%を 加 え る

こ とは,小 売価 格 の17%で あ る。 だ か ら,原 価 は1ド ル な ので あ る。 この よ うにみ ると,

初期 の メ イ シイ百 貨 店 の手 続 は今 日の会 計慣 行 と似 て い る。 た だ し,例 外 が二 つ だ けあ

る。一 つ は,マ ー クア ップやマ ー クダ ウ ンとい う率 は原価 で な く売 価 で表現 され る。 だ か

ら,40%の マー クア ップ は,今 日で は,1ド ル の ものが小 売価 格 マ イナ ス40%,あ る いは

60セ ン トで あ る原価 を意 味す る。 マ ー クア ップやマ ー クダ ウ ンの率 は原 価 か ら売価 ヘ シフ

トして い るので あ る。重 要 な こ とは,商 品 の原価 で は ない。小 売業 の賢 明 な経営者 は会計

の基 礎 と して売 価 を用 い る。 初期 の メイ シイ百貨 店 は今 日と違 って原価 を起 点 にお いて い

たが,現 在 の百 貨 店 は売 価 を基礎 にす る。 そ の二 はメ イ シイ百 貨店 の手続 の下 では,マ ー

クダ ウ ンや マー クア ップ は,手 持 ちの商 品 に適用 された。 商 品の い くらか は後 の期 間 まで

販売 され な い こ とが あ るだ ろ う。 そ の影 響 は棚卸 商 品の損益 とな る。 その結果,帳 簿棚 卸

高 と損益 計算 書 は不 正確 とな った。

初期 の メイ シイ百 貨店 の商 品評価 の方 法 は今 日の小 売棚卸 法 に近 い。 しか し,商 品 の取

得原価 を起 点 にす え る とい う点 で現 在 の方法 と異 な る。 今 日の小 売業 は売 価 で金額 を調 整

してい る。 平 均的 な マー クア ップ率 は現 在 の小売 価格 か ら控 除 されて い るか らで あ る。

4.3.小 売棚 卸法 か ら小売棚 卸後 入先 出法 へ

小 売棚 卸法 は1930年 代 にな る と,小 売業 の アニ ュアル レポー トにお いて もその 旨を 明記

す るよ うにな った。 そ う した事 例 を次 に示 す こ とに しよ う。 メイ シイ百貨 店,コ ー フマ ン

百貨 店(KaufmannDepartmentStores),ス ウ ィフ ト社(SwiftandCompany)を 取

り上 げ る。

メイ シイ百 貨店 の事 例

前述 の メイ シイ百貨 店 のその 後 の状 況 を示 そ う。少 な くとも,百 貨店 の場合,1940年 代

の は じめ 頃 ま で は,低 価 法 を採 用 して い た。 基 本 的 には棚 卸 資産 の評 価 は小 売 棚卸 法 で

あ ったの で あ る。 メイ シイ百 貨 店 は1935年 の アニ ュアル レポー ト㈱ で,は じめ て小 売 棚卸

法 を採 用 して い る ことを明記 した⑳。

1942年 には,小 売棚 卸法 に後入 先 出法 を適用 した紛。 メイ シイ百 貨店 は後 入先 出法 につ

いて,株 主 に向 けて は,適 正 な期 間利 益 を計算 す るため と して,価 格変 動 に よ る商 品評価

㈱R.H.MacyandCo.,AnnualReport,February2,1935.

鋤 メイシイ百貨店の1923年 か ら1934年 度までのアニュアル レポー トには,商 品の会計処理 につい

て注記に記載がない。 しか し,小 売棚卸法であることはまちがいない。

㈲R.H.MacyandCo.,AnnualReport,January31,1942.
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損 を な くす ことであ ると した ので あ る。従来,小 売棚 卸法 を適用 した ものの,時 価 との比

較 にお いて 低 い額 を選択 す る とい う もの で あ った。 い わゆ る低 価 法 を と って い た ので あ

る。 そ れが後 入先 出法 を適用 す るこ とによ って,は っき りと原価 にな ったの であ る。 そ う

して,こ れ まで の小 売棚 卸法 と比 べ れ ば後入 先 出法 に よ って棚卸 資産 の評 価額 は2 ,400,000

ドル近 く低 くな り,そ れ に伴 い税 引前 利益 もほぼ 同 じ く減 少 した。納 税 引 当金 は860 ,000

ドル減 り,税 引前 の利益 も1,530,000ド ル ほど減 少 した。

けれ ども,1942年 当時,小 売 棚卸 法 に後入先 出法 を適 用す るこ とを歳 入法 は認 め ていな

か った。 しか し,当 然,小 売 業 に も後 入先 出法 を認 め る ことを見 込 ん でそ う した ので あ る。

実 は この 時,小 売 棚卸 法 に後 入 先 出法 を どの よ うに適用 で きるか ま った く未確 定 の こ とで

あ った。 まだ,実 際 の小売業 で 誰 もまだ試 み た ものがな か ったの であ る。

1942年 の アニ ュアル レポー トを作 成 した際 には,当 初 は小 売棚 卸法 を採 用 しかつ低 価法

で処 理 したので あ る。少 な くと も,1942年1月31日 まで その方法 を継 続 的 に採用 した。 と

ころが,ア ニ ュアル レポー トの注 記 では,原 価 を計算 す るにあ た り,小 売物 価指 数 をべ 一

スに して後入 先 出法 を採 用 した とす る。 つ ま り,そ れまで のよ うに ,原 価率 か ら棚 卸高 を

導 か な か ったので あ る。 これ は メイ シイ百貨店 に と って画 期 的な で き事 で あ った。 ただ単

に原価 を計 算 す る とい うだ けで な く,物 価指数 を用 いたか らで あ る。 これ がメ イ シイ百貨

店 によ る小 売棚 卸後入 先 出法 の表 明で あ った。 この結果,次 の よ うにな る(1)棚 卸 資産 は

2,390,868ド ルだ け低 くな り,そ れ だ け税 引前 利益 も小 さ くな った。(2)連 邦法 人税 の引当金

は860,000ド ル だ け減 った。(3>税 引後 利益 は1,530,868ド ル だけ減少 した。

当時 の歳 入 法 で は課 税 所得 計 算 と して の後入 先 出法 を小売 業 に は認 め て いな い。 しか

し,他 の業種 に認 あて い るこ とにか んがみて小 売業 に認 め られ る こ とを確信 しての こ とで

あ った。 だか ら,も し認 め られ な けれ ば,課 税 所得 は2 ,390,868ド ル だけ増 加 す る とみ てい

た。 メ イ シイ百 貨店 の監査 にたず さわ る会 計士 も,1942年1月31日 の アニ ュアル レポ ー ト

で後入 先 出法 の適 用 に関 わ る会計 方 針 の変 更が あ り,そ の 旨を注 記 してい る。

1943年 の アニ ュアル レポ ー ト㈱ は,会 計士 の監査 を受 け た最 初 の もので あ る。 当年度 ,

後入 先 出法 を放棄 された こ とを表 明す る。 その結 果,前 の年度 に設 定 された3 ,086,868ド ル

の 準備 金 が くず され た。3,100,000ド ルの準 備 金 が棚 卸 評 価損 の た め に準 備 され た。 こ う

して,1943年 の アニ ュアル レポ ー トで は,小 売 棚卸 法 を適 用 し低 価 法 に よ った。 後 入先 出

法 を用 いな いので,結 果 的 には元 に戻 った こ とに な る。1942年 は後 入先 出法 を用 いた こ と

に よ って,棚 卸 資産 お よび税 引後利益 が3,086,868ド ル だけ減 少 した の であ る。後 入先 出法

㊤⑤R.H.MacyandCo.,AnnualReport,January31,1943.
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に対 す る3,086,868ド ル の調整 が1943年 の損益 に加 算 され た。税 引後 利益 は,棚 卸 評価 損 に

備 えて,3,100,000ド ル だ け減 らされた。1942年 に後 入 先 出法 を採 用 した もの の,そ の後 の

1943年 に は これ を放棄 した ことの影響 は さ らに1944年 に も及 ん だ。 後 入先 出法 か ら小 売棚

卸 法 に戻 した こ とに よ って,「 将 来 の棚卸 資 産 の下 落 に備 え た準 備金 」 と して,差 し引 か

れ るこ とにな った。

こ う して,1948年 の アニ ュ アル レポ ー トで い よ い よ正 式 に後 入 先 出法 を採 用 した⑳。

1947年 か ら1948年 の一年 間 に売上高 は285,083ド ルか ら315,035ド ルへ と10.5%も 上 昇 した。

後入先 出法 によ る と純利益 は8,244,000ド ル にあ った。1948年 の アニ ュアル レポー トは,株

主 に向 けて後入 先 出法 の採 用 の意義 を力 説 して い る。 そ れは後 入先 出法 が価格 変動 によ る

期 間利益 の歪 み を是 正 す る ことであ る。

1948年 度 のアニ ュアル レポー トで,メ イ シイ百 貨店 は1942年 にさか のぼ って,後 入 先 出

法 の適用 のい き さつ を述べ て い る。1942年 の アニ ュアル レポー トで,は じめて メ イ シイ百

貨 店 は後 入先 出法 を適 用 した。 しか し,当 時 の財務 省 は物 価 指数 によ る後入 先 出法 の適用

を否認 したの であ る。 そ こで,メ イ シイ百 貨店 はやむ な く,後 入先 出法 によ る申告 を と り

や め,こ の方法 を放棄 した。

物価 指数 の 問題 が解 決 され てな い以上,仕 方 のな い ことで もあ ったわ けで あ る。 と ころ

が,ア ニ ュアル レポー トを提 出す るにあた り,将 来 の価 格下 落 に備 えた準 備金 を設 ける必

要 がで て きた。 それ は純 利益 で充 当す べ き もの だ ったの であ る。 それ は所 得控 除 とは認 め

られて い なか った。 しか し,1947年 に裁判所 が小 売業 に対 して も,内 国歳 入庁 長 官 の認 め

る小売 物価 指数 が用 い られ る場合 には,許 可す る こと と判断 した。

小売 物価 指数 とは労働統 計局 が作成 した指数 で あ った。過去 に さか の ぼ って後 入先 出法

を適用 で きるの は,財 務 省 の承 認 をえ て,後 入 先 出法 で納税 申告 書 を提 出 し,ア ニ ュアル

レポー トを作 成 した納税 者 に限定 したので あ る。

こう して,メ イ シイ百 貨店 は1941年 に さかの ぼ って後入 先 出法 に修 正 しな お して会計 利

益 を計算 した。歳 入法 で は納税 申告書 に後入 先 出法 を適用 す れ ば,ア ニ ュアル レポ ー トに

もそれ を適 用 しな けれ ばな らない と規 定 して い る。 だ か ら,当 然 の こ とと して,ア ニ ュア

ル レポ ー トの会 計数 値 を修 正 しな くて はな らなか った ので あ る。

1948年 度 のアニ ュアル レポー トに対 し,メ イ シイ百貨 店 の公認会 計士 は,後 入 先 出法 の

再適 用 とい う会計方 針 の変 更 が あ った ことを明記 した。 さ らに,1949年 に メイ シイ百 貨店

⑳R.H.MacyandCo.,AnnualReport,July31,1948.
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は,会 計 士 の監査 を受 けて いな いセ ミアニ ュアル レポ ー ト㈱ を 出 して,あ らためて後入 先

出法 の適 用 に言及 した。 そ こで は,後 入先 出法 が1941年 に さか のぼ って,1948年 に再適 用

された ことを表明 した。 そ の結 果,こ の期 間 で,7,727 ,000ド ル の連 邦 所得税 が減 らされ た

の であ る。 この うち,1947年 度 まで の税 の過剰 支払 い につ いて払 い戻 しを申告 して い る。

残 額 は後 の年度 の 申告 に反 映 す る こ とと した。 メイ シイ百貨店 は後 入先 出法 の適用 前後 の

税 引前 利益 の比較 を示 して い る。

図IV-1後 入 先 出法適 用前後 の利益 の比 較

出処:R.H.MacyandCo.,SemiAnnualReport,January29,1949.

メ イ シ イ 百 貨 店 が 後 入 先 出法 を 適 用 した の は,1947年 の ハ ッ ツ ラ ー 事 件 の 判 決 で あ っ

た。 判 決 は後 入 先 出法 を 小 売 業 に も認 め た か らで あ る。 しか し,財 務 省 も議 会 も過 去 に さ

か の ぼ って,後 入 先 出法 を 適 用 す る こ と を認 め よ う と しな か った 。 メ イ シ イ 百 貨 店 は な お

も1941年 に さ か の ぼ って 後 入 先 出法 の適 用 を認 め る よ う財 務 省 の 高 官 と協 議 を 重 ね た 。 し

か し,こ れ は結 局,裁 判 に 訴 え る ほ か な い と考 え た の で あ る。

コー フ マ ン百 貨 店(KaufmannDepartmentStores)の 事 例

コ ー フ マ ン百 貨 店 の ア ニ ュ ア ル レポ ー トを み る㈹。1941年12月31日 に 終 了 す る年 度 で あ

る。 株 主 向 け に,商 品 の 市 場 の現 在 の 状 況,過 去 数 か 月 間 の 商 品 価 格 の 上 昇,ま た 将 来 の

(38}R.H.MacyandCo.,SemiAnnualReport,January29,1949.

(39)KaufmannDepartmentStores.AnnualReport,December31,1941.
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予想 され る価 格上 昇 を見 越 して,取 締 役会 は棚卸 資産 の評 価 に後入 先 出法 を採 るのが 賢 明

で あ る と し た。1940年 の 純 利 益 は1,418,778,85ド ル で あ っ た の に 対 し,1941年 は

1,230,687.85ド ル にな った。 普通 株一 株 当た りの利益 は1940年 に2.07ド ル に対 して,1941年

は1.89ド ル で あ った。 コー フマ ン百貨 店 の貸 借 対照表 は次 の通 りで あ る。

貸 借 対 照 表(単 位:ド ル)

流動資産11,531,827.78流 動負債5,131,89524

現金預金683,307.76≡ ≡

受取債券6,032,98824資 本16,952,037.72

棚卸資産4,815,531.78

23,933,932.9623,933,932.96

損益計 算 の 中で,売 上高 と売上 原価 は次 の如 くで あ る。

(単 位;ド ル)

売 上高31,815,920.79

売 上原 価21,930,214.28

売上総 利益9,885,706.51

注意 すべ き こ とは,手 持 ちの棚卸 資産 につ いて は,小 売 棚卸 後入先 出法 で評 価 して い る

こ とであ る。 売上 原価 は小 売棚卸 後入 先 出法 で評 価 した期 末 の棚卸 資産 か ら導 いた値 であ

る。

会計 士 は監査 の結 果 を次 のよ うに報 告 した。1941年 度 末 に,会 社 は棚 卸資 産 の評価方 法

を変 更 し,後 入 先 出法 を採 った。会 計方 針 の変 更 の結果,1941年12月31日 の棚卸 資産 は以

前 の評価 方法 を適用 した場合 に比 べて,561,151.02ド ル少 な くな った。 上記 の変 更 の結 果,

1941年 度 の純利 益 は,142,951,43ド ル だけ減少 した。

スウ ィフ ト社(SwiftandCompany)の 事 例

小売 業 がか かえ る も う一 つ の問題 は多種 の商 品 をあつ か う こと とそ れに かかわ る価格変

動 であ る。 小売 棚卸法 を支 え るの は,二 つ あ る。 一 つ は,低 価 法 で ある。 期末 の棚 卸資産

評価 は原価 か 時価,い ず れ か低 い方 を とる。 その二 は評価 が平 均値 で あ るこ とで あ る。

小 売業 において は,季 節,営 業 の変動,嗜 好 の変 化 な どに よ り棚 卸高 の価格 変動 があ っ
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た。 これ らはいずれ も小売業 にとり評価損 というリスクである。 こうした リスクを回避す

るために小売業は準備金を設定 した。評価損が発生す ると準備金 を取 りくず して これに対

処 したのである。 ところが,価 格変動が大 きい場合,特 に大幅な下落があるともはや準備

金だけでは対応 しにくくな り,リ ス ク回避の課題が残 ったのである。

当時の状況を小売業のアニュアル レポー トでみてみよう。 スウィフ ト社のアニュアル レ

ポー トはその好例である。1934年 度のアニ ュアル レポー ト⑩で棚卸資産利益に言及 してい

る。 ある製品 については,棚 卸資産価格の上昇 によって,利 益 を得た ことを明 らかにす る。

棚卸資産利益は販売 による利益 とい うよ り資本利得である。そ して,棚 卸資産損失に配慮

して準備 されるべ きである。棚卸資産の下落 による将来の損失 のために,貸 借対照表上

4,267,000ド ルの準備金をおいた。製品が季節 ごとに販売されるので,季 節が変わ るたびご

とに新 しい ものに取 り替え られな くてはな らない。稼得 した利益をそのまま現金 と同 じよ

うに処理す るわけにはいかなかったのである。棚卸資産の価格上昇を通 じて得た現金利益

の一部 を新 しい棚卸資産の取得 につぎこむ必要があったのである。

スウィフ ト社は缶詰業における長年の経験によって,棚 卸資産の将来の下落 に備えた準

備金を設定することこそが企業経営にとり大事なこととした。公認会計士は製品,商 品お

よび貯蔵品の棚卸高は低価法あるいは時価で評価 した。棚卸資産の数量や状況が証明でき

るようにチェックした。価格上昇 による棚卸資産利益の大部分は,価 格下落また損失が生

じた ときにそなえて,解 消するまで企業 に留保す ることとした。 このような原則 に従い,

取締役会 は年度利益の6,000,000ド ル を棚卸資産価格下落のための棚卸資産準備金勘定 に

移 した。多 くの在庫 をかかえた結果,価 格上昇 の年度には棚卸資産利益があるし,下 落の

年度 には損失を もたらした。 この年度の営業損失3,493,978ド ルは,棚 卸資産の価格下落 よ

り小 さかった。棚卸資産利益および損失を実感 したのである。棚卸資産価格上昇による利

益 が現金利益 でないことがわかった。部門,設 備,営 業 を維持するのに大 きい原価の棚卸

資産を再投資 しな くてはな らないか らである。価格上昇の1933-34-35年 に,こ れ らの事実

を認識 して,取 締役会は,価 格下落の準備金 として年度報告利益の一部を とっておいた。

価格が下落すると,棚 卸資産利益の大部分を くず したことが実現する。三年間に,棚 卸資

産準備金は総額16,767,000ド ル に達 した。1938年 に11,000,000ド ルを棚卸資産 損失の補て

んのために,準 備金を くず した。将来の価格下落に備えて,準 備金 として,5,767,000ド ル

が残 る。スウィフ ト社のアニ ュアル レポー トは歳入法が課税所得か ら,棚 卸資産利益 と損

失を排除する所得を課税所得にするよう望む と結んでいる。

(4D)SwiftandCompany,YearBook(1934).
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4.4.小 売棚卸法 と後入先出法の結びつき

小売棚卸法 は,1918年 の歳入法成立以来の ものである。 この方法 は施行規則45で 内国歳

入局によ り認 められた。小売棚卸高は1910年 から1920年 にかけて発展 した。小売棚卸法の

採用以前 の原価か時価で棚卸をする方法は,統 一的や正確性を欠いていた。 そうした方法

がいまなお用い られ るという点で,真 の課税所得を決定するための不確実な基礎 となると

いわれる。税の立場か らすれば,小 売棚卸法は棚卸資産の正確な証明を可能 にするという

大きな長所を もっていた。

棚卸資産 は各部門で表 にされ,商 品 ごとに,販 売 日の価格で区分され る。 もはや買 い手

の個別の意見 に依 る必要がない。送 り状の価格 と仕入れた商品の小売価格の割合を示す よ

うにして,継 続 して,記 録す る。小売価格で表に した棚卸資産か ら,マ ークア ップがさし

ひかれ る。結果 として,棚 卸資産はあたか も全体の棚卸資産が市場で新たに仕入れたかの

ように,財 の統一的評価 を示 した。

小売棚卸法 は小売業 において新 しい商品評価の方法であった。 この新 しい方法は,統 一

性 という大きな長所をもち,マ ークダウンや仕入れに関 し,月 ごとにまた週 ごとにコン ト

ロールする長所を もっている。小売棚卸法は毎年継続 して適用す ることによって真 の課税

所得を反映することができる。損益計算や課税所得計算の 目的には小売棚卸法 の継続的な

適用 こそが役に立つ,と いうのが小売業の会計帳簿を監査す る公認会計士の一致 した意見

である。 この方法は公認会計士のみな らず,火 災損失の調査の基礎 として,保 険会社 にも

SECに も受け入れ られてきた。期末棚卸高 について実 際の棚卸 だけですます のでな く,

継続的な記録 によって帳簿記録 と照 らし合わせるまでに小売業の会計 は到達 していたので

ある。マークダウンの記録は継続的な小売棚卸の正確な各週,各 月の記録をす ることにの

み用 い られていた し,そ れに対 して,期 末 の実際有高 と照 らして棚卸減耗損や評価損を

チェックしていたのである。要するに,小 売棚卸法が歴史的に発展 してきたのは,継 続記

録法 による帳簿棚卸であった。棚卸計算法による期末棚卸高の計算は帳簿棚卸を補 うもの

で しかなか ったのである。

小売棚卸法が小売業の正規の会計方法 として認め られ普及す るとともに,起 こったのは

課税所得 の問題であった。すでに述べたように,1938年,歳 入法 は一部の業種 にだけ後入

先出法を認め,1939年 にはすべてに拡大 した。 しか し,小 売業だけはその枠外 におかれた

のである。小売棚卸法の基礎は売価 にあったので,数 量を基礎 にす る後入先出法 と相容れ

なかったか らである。 このことは小売業に課税の不公平感をもたらした。他の業種が後入

先出法により課税所得の計算において優遇 されているのに小売業にはそれがない。 このこ
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とは課税 の公 平性 を欠 いて い る。 こ う した不 満 が小売業 にあ り,小 売棚 卸法 に後 入先 出法

を結 びつ け る機運 が お こ って きたの であ る。 これを受 けて,全 米 小売業 の1941年 第22回 年

次総 会ω で は小売棚 卸法 を取 り上 げ られ るに と どま ったが,1942年 第23回 年 次総 会"⑳で は

小売 業 への後 入先 出法 の適用 方法 が と りあげ られて い る。

さ らに,小 売業 もまた,価 格変動 によ って棚卸 高 に評 価益 が算入 す る よ うに な ったか ら

で あ る。 そ の結果,会 計 利益 が歪 め られ るよ うにな った。 評 価益 は当然 の ことなが ら課 税

所得 にお よん で きたの であ る。 棚卸 資産評 価 益 が課 税所得 に混入 す るこ とを回避 す るため

に も後入先 出法が求 め られ たの であ る。

小 売業 におけ る棚 卸資産 評価 の 問題 は,多 種 の もの を扱 うこ とであ る。 そ の こ とが,あ

る種類 の商 品 ごとに先入先 出法 な どの方法 を用 いるの を困難 に してい る。 先入 先 出法 のよ

うな方 法 は,あ くまで種類 ご とに数 量 を計 算 して売上 原価 や棚 卸額 を決 め る方 法 だか らで

あ る。 種類 ご とに売上 原価 を計 算す るのは意 味を もたず,部 門の販 売額 に対 して売 上原価

は い く らか を計 算 すべ きな の で あ る。販 売 価 格 は二 つ の部 分 か らな る。 一 つ は原 価 で あ

り,二 つ はマ ー クオ ンで あ る。 販 売 価格 を1と す れ ば,原 価 率 とマ ー クオ ンは合 計 して

100%で ある。 マー クダ ウ ンの要 因 は,流 行遅 れ や傷 な ど様 々 であ る。1930年 代 か ら1940

年 にか けて,マ ー クダ ウ ンは7%近 くに達 した。 小売棚 卸法 が後入先 出法 と結 びつ いた の

は,百 貨店 で はその4分 の1が マー・クダ ウ ンに よる もので あ り,3分 の1以 上 が卸売 物価

水 準 の下落 によ る とい う⑱。小 売棚 卸法 が後 入 先 出法 と結 びつ か ざ るをえ な い必然 性 を こ

こにみ るこ とが で きる。

マ ー クダ ウ ンは小 売業 に とっての市場観 に よ って決 め る。 小売物 価 の下 落率 を換 算す る

こ とが大 事 であ る。 そ こに市 場概念 を拡 張す る必要 が あ った。 小売業 に とって市場 は単 に

財 を売買 す る場 で はな い。 小売 棚卸 法 にみ るよ うに,マ ー クダ ウ ンが小売物 価 の下 落率 を

換 算 して決 め るこ とが大事 で あ った。 正常 な状 況下 に あ って,基 準 とな る財 に対す る価格

は棚 卸 日現在 の値 で あ る㈹。 季節 の移 り変 わ りや 流行 の変化 に よ って,棚 卸高 の価格 はい

つ も下 落す る ことを余 儀 な くされ た。1920年 代 か ら1950年 ま での卸売物 価指 数 を表示 して

み よ う。

この表 をみて もわ か るよ うに,卸 売物 価 は一方 的 に上 昇 あ るい は下落 してい るわ けでな

く波 の ように脈 を打 って い るの であ る。 しか も,小 売業 の扱 う商 品 は,流 行,季 節,嗜 好

(41)NationalRetailDryGoodsAssociation(1941).

(47)NationalRetailDryGoodsAssociation(1942).

⑬McNairandHersum(1952).

⑭McNairandHersum(1952).
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図N-2卸 売物価指数(1926年=100)

出処:UnitedStatesDepartmentofCommerce,BureauoftheCencus.1975.Histriealstatistics

oftheUnitedStates,colonialtimesto1970.pt.1

に影 響 す る。 価格 下落 に左 右 され,上 昇す る ことはまれ で あ る。

小売 業 にお いて,後 入先 出法 は ほ とん ど注 目され る ことな く,棚 卸資産 の評価 の 問題 と

して考 え られ るこ とは なか った。 しか し,1941年 の秋 頃か ら,委 員 会 で研究 され,議 論 さ

れ る よ う にな る㈲。20,000,000ド ル を こえ る販 売 の あ る トップ グル ー プの小 売 業 で は,後

入先 出法 を基礎 に して会 計報告 す る多 くの会 社 があ った。1941年 にな る と,少 しず つで は

あるが後 入先 出法 へ の関心 が高 ま る。 この ころ,百 貨 店 は売 上高 の大 きな伸 びを見 せ る。

それは1940年 の10%か ら20%の 幅 で あ った。 と ころが,売 上 高 の伸 びの大 部分 は価 格上昇

によ る もので あ った。 価格上 昇 は,棚 卸 高 の評価 へ の影響 によ って,幻 想 的 な増加 に もか

かわ らず,純 利益 の増 加 を生 み出 した。 アニ ュアル レポー トに おけ る現在 の利 益 は棚卸 高

の価格 上昇 の影 響 を含 ん でい た。 百貨 店利益 の大部分 は価 格上 昇 に よる架空利 益 で あ った

ので あ る。後 入先 出法 によ る評 価 は価格 上昇 に もとつ く棚卸 資産 利 益 を排 除で き る㈹。 後

㈲ これにはクラインハウス(Kleinhouse)の 貢献が大きいという。自らデータを収集 し,各 種委

員会に出席 して後入先出法の意義を説 いて回ったのである。 こうしたクライ ンハウスの努力が功

を奏 して,い くつかの小売業が後入先 出法を採用することを決めたのである。なお,ク ライ ン
ハ ウスには小売業 の会計への手 引書Kleinhouse(1941)が あ り,後 入 先 出法 の研 究 と して

Kleinhouse(1948)(1949)も ある。

㈲Bliss(1942).
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入先 出法 を適用 す るにあた り,手 続 は数量 を基 準 に お くのでな く,価 格 変 動 によ る金額 の

近 似 的測定 で あ る。 現在 の状況 に合 うよ うに,数 量 の変 動 を推定 し,そ れ に影響 す る金額

を認 め る こ とで あ る。 それ故,本 質 的 に,方 法 は後 入先 出法 を適用 す る。 た だ,多 くの小

売業 が小 売棚卸 法 を用 いて い るとい う事実 であ る。 これ が問題 をや っか い に した。 それ は

小売 価格 で棚 卸高 を計算 し,マ ー クオ ンで原価 に戻 す ことをい う。 小売 棚 卸法 の も とで,

後入 先 出法 を適用 す るに は次 の ステ ップをふ まな くて は な らな か った。 価 格変動 に対 し,

部 門 ご との小 売の期 末棚 卸高 の数値 を調整す る。 か くて,期 間 の最 初 に小 売価格 水準 で前

後 の棚卸 高 を評価 す る。 増加 した数 量 につ いて小売 価格 で修 正す る。期 首 の小売 価格 で測

定 され る。 それ は会 社 の在庫 に加 わ った棚卸 高 の金 額 で あ る。 価格 上昇 が影 響す る と認 め

られ るの はこの部分 で あ る。価 格 の影 響が お よぶ範 囲 は,価 格要素 を加 え るこ とによ って

みつ ける。 年度 末 の小売 価格 で数量 の増加 を評 価す る。 小売 よ りも原価 に戻 して,年 度 の

マ ー クオ ンが用 い られ る。 マー クオ ンはパ ーセ ンテー ジの平 均で な い。 原 価 と して年度 中

の仕 入 れの小 売で,全 ての ドル価値 か ら導 かれ る。 マ ー クオ ンの率 は,マ ー クア ップを こ

え る価 格 増 を考 慮 す べ きで あ る。 後 入 先 出法 にお け る平 均的 仕入 れ のマ ー クオ ンの使用

は,小 売価 格 で期 間 中のマ ー クオ ンの 平均率 で ある。

と こ ろが,こ こ にマ ー クオ ンの適 用 を め ぐって 問 題 が 生 じた。 こ れ が リ ッチ百 貨 店

(Rich'sIncorporation)の 事件 で あ る。 リッチ百貨店 は ジ ョー ジア州 ア トラ ンタの大規模

百 貨店 であ る。 リッチ百貨 店 は1867年5月28日,ア トラ ンタで モー リス ・リッチス トアー

と してオ ー プ ン した。20世 紀初 頭 に リッチ ス トア ーは百 貨店 に変貌 した。 第一 次世 界大戦

後,1920年 と1929年 の不況 を経験 した が,そ れを乗 り越 え る ごとに リッチ百貨 店 は拡 大 し

て い ったので あ る。1930年 代 か ら1940年 代 にかけて,リ ッチ百貨 店 は急激 に売 り上 げを伸

ば し,1935年 か ら1942年 にか けて わず か7年 で売 上高 は二 倍 の1,300万 ドル に まで増大 し

た働。事件 は リッチ百貨 店 が急 激 な成 長 を遂 げて い るさな かに起 こった⑱。

事件 の概 要 は次 の とお りで あ る㈲。 リッチ百貨 店 は純 値入 率 に代 え て,総 値入率 を用 い

て期末棚 卸 高 を評 価 して いた。 当時 の百貨店 連盟 の コン トロー ラー委 員会 も百貨 店 の会 計

慣 行 で ある と して総 値 入率 に よ る評価 を支持 したので あ る。

規則 はマー クア ップの率 は純 マー クア ップを基礎 に して計 算 され るべ き こ とを求 めてい

る。 それな の に,リ ッチ百貨店 はすべ て のマー クダ ウ ンを算 入 して小売 棚卸 法 を減 らさな

㈲Baker(1953).

㈹ リッチ百貨店の事件についてはRich'sIncorporationGeneralCorrespondenceの 中にはみあ
たらない。

(fig}McNairandHersum(1952)の 記述 による。

-1$8(450)一



後入先出法の系譜(毛 利)

ければな らないと解すれば,リ ッチ百貨店 は送 り状の価格 に近い評価の棚卸高 となろう。

リッチ百貨店は会計慣行 に反 し,小 売棚卸法 に反 して いるというものであ った。実際 には

小売価格 について値上 げ(mark-up)あ るいは値下 げ(mark-down)が ある。 この時,

値下げをどこに算入す るかによって,値 入率 は変わ る。 リッチ百貨店は附加利益率につい

て,純 附加利益率でな く総附加利益率を用いたのである。総附加利益率 を用 いるとマーク

ダウンは算入 しない。従 って,原 価率 はそれだけ下がるのである。結果 と してそれは低価

法による評価 をもた らす ことになる。 リッチ百貨店が値下げを原価率に算入 しなかったと

して も,問 題 はなか ったのである。当時,小 売業においては,低 価法は健全な会計慣行 と

して認 あられていたか らである。また,小 売業 の性格か らして将来また最近の業績を会計

利益に反映するのが望 ま しか ったであろう。そ うすれば,最 近の原価率 とすべきであり,

期末棚卸高 は価格下落を見込んで評価 しな くてはな らない。

ともあれ,小 売棚卸法 はこれまでの数量を基準 とす る棚卸資産評価方法 と違 い,金 額を

基準 とす ることによって後入先出法 と結 びついていった。 そこには小売業の性格 とともに

価格変動 による棚卸資産評価益の存在や課税 の問題があったのである。

V.む す び

後入先出法には継続記録法,棚 卸計算法,そ して小売棚卸法による三つがある。一般的

に,継 続記録法 と棚卸計算法は払出原価を直接計算す るか,棚 卸高か ら払出原価を間接的

に導 くかの違 いと して説明す る。 しか し,歴 史的にみて両者は もともと別の ものである。

継続記録法による後入先出法 はアメ リカ石油協会の提唱(1934年)に なるもので,そ れ以

前 には事実 としてない。 これに対 し,棚 卸計算法による後入先出法は基礎有高法から発展

した ものである。第一次世界大戦 中,財 務省告示で基礎有高法が禁止 された(1917年)が

故に,1930年 代 にそれに代わって棚卸資産評価益が課税所得に混入するのを回避する方法

として,棚 卸計算法 による後入先出法は考え られたのである。小売棚卸後入先出法はやは

り評価益 を除去す ることを意図 して小売棚卸法か ら発展 した。 その後,小 売棚卸後入先出

法は ドル価値後入先出法を生み出 したのである。
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